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《論文要旨》
　本研究は，地域規模から地球規模におよぶ環境諸問題にかかわる多様なステーク
ホルダー各々の環境経済観（環境経済工一トス）を起点とし，彼らの相互関係から
構築される自主協定から地方中央政府の法規や国際条約にいたる環境経済諸制度
の1960年代以降の形成とその不可逆的な変革過程を対象とする長期研究計画の出
発点と位置づけられている。
　本稿では，環境経営学者M，ロイストンが1979年に提起した「公害防止は儲かる」
仮説を，わが国の紡績企業2社と化学産業および環境装置産業からの各1社の事例，
っまり1960年代後半以降，公害防止のノウハウそれ自体とそれを体化した装置の
販売で，自己の公害防止投資を回収し，さらには経済的余剰をも実現した事例群に
よって，検証するべく試みる。またこの検証過程から副次的に検出できる，こうし
た環境経済を始動させる一連の局面を担った，環境経営上の集団的な意思決定への
関与者を，「前期的」エコ・テクノストラクチャーとして特徴づける。そして彼ら
が，1990年代以降，わが国の企業における環境マネジメント・シズテムの導入に
よって，はたして，どのような影響・変質を被りっっ，社会的に再生産されるかと
いった派生的な課題を抽出し，今後試みられる，より広範かっ精緻な中期研究計画
の端緒として，改めて本稿を位置づける。
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1．はじめに
　1950年代の後半以降，60－70年代を通して，わが国では高度経済成長にお
ける負の側面の典型として，公害問題が社会・経済的な矛盾の集約点の一っ
とみなされていた。そして，広範な被害者救済運動や公害反対の住民運動が，
法廷内外で展開され，加害企業は被告席に立たされ，あるいは地域住民や支
援者の集団により包囲され糾弾された。こうした状況下において，企業内の
経営参画者，技術者，専門家からなる集団の一部は，進行中の大気・水の汚
染に対する技術的な解決策を模索し，公害防止装置として具現化した。もち
ろん，その過程では，60年代後半以降になされた汚染源企業に対する公的
な排出規制の制度化，財政的・税制的な優遇措置の適用，あるいは排出課徴
金制度の導入も促進的に機能した。ともあれ，このように企業内において，
まず自社向けに公害防止や環境保全の技術的な解決策が開発・導入され，す
みやかに他社へ販売された。そこでは既存の人的資源が，環境保全技術の開
発・販売に積極的に動員され活用された。本稿では，このように結果的に環
境保全的な志向性を表出し，企業の意思決定に関与した人的資源を，「前期
的」なエコ・テクノストラクチャー（eco－technostructure：以下ETSと略
すが，詳細は後述する）と呼ぶ。ここでいう「前期的」とは，技術的には汚
染物質の末端処理をめざして対症療法的な対策を志向した，という意味であ
る。つまり予防措置優先の原則の内面化を果たし，省資源・省エネルギー効
果をも包括した総合的な汚染対策を技術的に志向する，80年代以降の「本
来的」なETSの登場に先立て，彼らは企業内で形成・陶冶されたものと考
えられる。
　したがって本稿では，わが国を含む先進諸国の一部の企業において，先駆
的に遂行された，「前期的」なETSによる公害防止と環境保全の実践をふま
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え，70年代末に環境経営学者マイケル・ロイストンが唱えた「公害防止は
儲かる（pollution　prevention　pays）」仮説（以下3P仮説と略す）に着目
する。そして，このロイストン仮説こそが，「前期的」のみならず後の「本
来的」なETSの形成と存立の確固たる経済的基盤を示唆していることから，
その妥当性をわが国企業の事例分析によって検討する。
　次の第2章では，本研究の目的と本稿で解明を試みる課題群にっいて明ら
かにし，こうした目的の設定と課題群の導出の背景にっいて，筆者による，
これまでの研究の経緯をふまえっっ言及する。第3章では，本稿で着目する
ロイストン仮説とETS，および両者の関連について概説する。そして第4
章では，この仮説をわが国の複数企業の事例分析によって検証しっつ，ETS
の「前期的」な形成過程を明らかにする。さらに第5章では，前章での成果
を確認しっっ，70年代に形成された「前期的」ETSが，1990年代以降，わ
が国の企業における環境マネジメント・システムの導入によって，果たして，
どのような影響・変質を被りながら企業内に定着していくのかにっいて考察
する。そして最後に，上記の検討過程から新たに派生してくる課題群を抽出
し，今後遂行されうる，より広範かつ精緻な中期研究計画の中に位置づける。
　なお本稿は，次のような長期的な研究計画の出発点として位置づけられて
いる。すなわち公害・環境問題の利害関係者としての地域住民（消費者），
企業構成員（生産者），地方一中央政府（行政担当者）各々が抱懐する環境経
済観（環境経済工一トス）にはじまり，それらを基礎として各利害関係者間
の利害調整により制定される，自主的協定や地方一中央政府の法規および国
際条約にいたる，総体的な環境経済諸制度の1960年代以降の形成とその不
可逆的な変革過程を対象とする包括的な研究の序章に相当する。
（889） 293
政経論叢　第77巻第5・6号
2．研究の目的・課題・背景
（1）研究の目的
　本稿では，環境経済（自然環境の節約的な利用）を駆動させる理論として，
ロイストンの「公害防止は儲かる（3P）」仮説を検証することが，主たる目
的である。そして，この検証の過程で，当該理論に即した実際の活動の担い
手としてETSを位置づける。これが副次的な目的である。ここでいうETS
とは，とりあえず，企業が自己の環境負荷の削減に取り組む際に行う，ある
いは他の経済主体の環境負荷の削減に寄与する商品やサービスを提供する際
に行う，集団的な意思決定に対し，主体的に参画する経営者，技術者，専門
家などから構成される企業内集団としておく。筆者は，彼らの環境経済活動
の背景に，自らの実践により実証される，独自の環境経済の理論があり，そ
れこそが，ロイストン仮説であると想定している。ロイストン仮説は，実際
に，アメリカの化学メーカー3M社が，1975年に考案・導入した環境経営
方針であり，それをロイストンが，他企業の事例研究をふまえて，1979年
に一っの仮説として提起したものである（1）。
　以上に述べた本研究の目的を敷術すれば，本稿の主要課題は，この仮説が
ETSの形成とその存立の理論的な基礎であり，逆に，このETSによる環境
経済の推進こそが，この仮説をその実践において支持するものであることを，
わが国の複数企業の事例に即して実証することにある。そして，その過程で
ETSの本質を可能な限り明らかにすることを，副次的な課題とする。さら
に，この仮説をより強固に支持し，ETSの本質のさらなる解明と彼らの発
展にとって有意義と推察され，それゆえに，さらなる実証的な調査・研究を
要請する，派生的な課題群の導出をも試みる。
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（2）副次的な課題群
　①副次的な課題1：環境経済の担い手としてのETSの位置づけ
　本稿では，大気や水や土壌といった自然的な公共財，すなわち環境財（人
体を含む）に効用劣化を引き起こし，量的および質的な利用不全を引き起こ
す，当該財の人為的な枯渇や汚染を環境負経済とみなす。そして，環境負経
済を抑止するための環境保全財（anti－bads）の開発によって，環境財の効
用の持続的あるいは復元的な再生産を可能にする人為的な対抗措置の利用と
その普及を環境経済活動とみなしている。わが国を例にとれば，こうした環
境経済の担い手は，1960年代後半以降，公害防止装置の設計・製造・設置・
稼働・保守，さらにはその販売・普及といった諸過程を分掌しっっ統括する，
同装置供給側の経営参画者，技術者，専門家（およびそれらの予備軍），す
なわち「前期的」なETSであったとみなしている。理論的には，汚染（公
害）削減型の新規な技術それ自体やそれを体化した商品を市場に供給するエ
コ・イノベーション（2）の担い手層を，「前期的」なETSの中核部隊であると
想定している。したがって課題は，環境経済の主導者，すなわちエコ・イノ
ベーターとしての機能がETSの本質であることをその「前期的」段階にお
いて明らかにすることである。
　②副次的課題2：端緒的なETSの形成とそれ以降の解明
　次にこの「前期的」ETSは，どのような社会・経済状況をふまえて，ど
のように形成されたのか，という論点が問われてよい。っまり，果たして，
こうした環境経済の担い手は，いっ，いかなる契機で，どのような企業の，
どのような特定部署において，いかなる専門的知識を持ち，いかなる経歴を
へた人々により構成されたのか。そして，その後，企業内で彼らはどのよう
な遍歴をたどるのか。
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　　「前期的」ETSの形成の背景にっいては，概略，次のような指摘が可能
であろう。すなわち，わが国では，1967年の公害対策基本法の制定とそれ
を社会的に要請した先行する公害反対の被害者・住民運動と彼らによる加害
者の訴追を契機に，60年代末以降，公害防止協定を含む公的な公害（排出）
規制が次々と個々の環境財に適用された。また，それと相前後して，汚染源
企業への公害防止装置の導入を促進する低金利の制度融資，同装置および設
置地所への固定資産税などの減免，同装置への短期償却制度の適用といった
いわゆる「アメの政策」が施行された。さらに他方で，汚染量に応じて汚染
源企業に対し被害者救済のための原資の一部を課す，排出課徴金制度も，い
わゆる「ムチの政策」として採用された。こうして大気汚染防止装置や水質
汚濁防止装置などの需要基盤が形成されっっ，これら装置の供給体制も急速
に整備された（大森1992を参照）。確かに，こうした状況下において「前期
的」ETSが形成され，当該装置の開発・普及に充用されたと推察できる。
　しかしながら，このような「前期的」ETSの形成契機をより具体的に検
討するたあには，次のように諸課題が設定されなければならない。まず問題
となるのは，「前期的」ETSが形成される場は，主として，民間の公害発生
源の企業なのか。さらには公害発生源企業の内部の特定部署や研究所なのか。
公害非発生源であり且っ特定技術を有する企業や政府の研究施設や大学の研
究室との協働はなかったのか。あるいは複数の発生源企業が外部に特定分野
の研究組織を構築することで形成されたのか。はたして，発生源企業と既存
の外部のエンジニアリング専業企業との間に新しいネットワークは形成され
たのか。
　いずれにしても，こうして形成された「前期的」ETSが，80－90年代をへ
て，新世紀をむかえ，どのように企業内に定着したのかが明らかにされなけ
ればならない。
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（3）派生的な課題群
　①派生的な課題1：ETSの内実
　上述の主要な課題と副次的な課題に取り組む過程から新たに派生する論点
としては，以下があろう。「前期的」ETSが改良・改善するべき公害・環境
破壊の原因となった既存の生産装置や機器の設計・製造・設置・稼働・保守・
販売を担っていた旧来のテクノストラクチャー（とりあえず一般の経営参画
者，技術者，専門家およびその予備軍とする。以下TSと略す。）と「前期
的」ETSが，質的に断絶しているか否かに関する論点の解明がある。つま
り，「前期的」ETSとは具体的には，一体どのような内実，すなわち環境と
経済をめぐるイデオロギー（3）あるいはエートスを備えた個人あるいは集団な
のであろうか。この点の解明が求められよう。
　当時の公害防止技術の開発・普及とその根底にある環境経済の理念が，旧
来型の技術の開発・普及とその背景の環境経済の理念（あるいはその不在）
の単なる延長線上にあるとすれば，両者の同質性が強調されうる。つまり
「前期的」ETSとは，単なる経営上の集団的意思決定への産業優先主義的な
参画者として，TSの一変種にすぎないことになろう。他方，技術の開発・
普及とその根底の環境経済の理念について，明らかな異質性が認められると
き，「前期的」ETSとTSとの間に断絶と対立が存在することになろう。切
断面は自覚的な産業環境倫理の有無や深浅に求められよう。
　ところで，公害防止装置の市場規模の拡大は，わが国では，需要が一巡し
た76年前後にピークを迎えるが，それ以降「前期的」ETSの活動も抑制
されたと推察できる。73年と78年に勃発した二度の石油危機が，同装置へ
の70年代末の需要減退に拍車をかけた（ibid．）。また以降，80年代全般は，
環境行政が，低成長基調の定着，新規環境規制の導入抑制，アジア地域への
汚染源の移転などに起因して，停滞する。そのため60年代末から70年代に
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かけて「前期的」に形成されたと見なしうるETSは，80年代には活動領域
の顕著な拡大（増殖）を示さなかったと推察できる。とはいえ，部分的には，
公害防止機能をもあわせもっ省エネルギー技術や省資源装置・機器の設計・
製造・設置・稼働・保守・販売の分野との併合を進めっっあったとも推察で
きる。にもかかわらず，石油危機以降，エネルギー・資源の消費，とりわけ
家計部門のそれが，環境問題の主要な構成要因になったことも，重要な変化
であった。以上の変遷過程において，ETSはその「前期的」性格を自ら脱
皮し，より成熟した環境経済の担い手となりえたのか。この点も本稿の以下
の検討作業から派生する課題となろう。
　②派生的な課題2：90年代以降における環境マネジメント組織の形成とETSの在り方
　わが国を含む先進諸国において，産業活動と環境保全の相克というシェー
マは，90年代に入ると，新たな段階での対策を企業に余儀なくさせた。っ
まり，それまでの地域社会および地方一中央政府と産業との対抗関係の枠組
みを超えて，地球規模に拡張した環境問題（オゾン層破壊，海洋汚染，越境
大気汚染，熱帯雨林の保護，地球規模の気候変動など）への対策と製造物・
廃棄物についての「生産者責任」の拡張が課題化した。これらに対して，社
会的な責任分担を自他ともに要請される企業は，自発的な環境マネジメント
（環境監査や環境会計を手段とするそれ）・システムの構築と運用により，地
域や国の境界を越えて制度化された新たな環境保全上の諸規制に適応するこ
とを余儀なくされた（大森1995を参照）。具体的には環境マネジメント部門
の創設と，そこへの人的資本（ETSを含む）・物的資本・資金（予算）・環
境関連情報の再配分と集中を行った。こうした環境マネジメントの担当部署
の人材を，既存の「前期的」ETSで賄えたのか。むしろ新たな内実を伴っ
たETSが求められた，とみなせるのではないか。その場合，新旧ETSの組
織上・業務上の統合は可能だったのであろうか。当該部署は新旧ETSのる
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っぼとなり，エコ・イノベーションの牽引組織（司令塔）となりえたのだろ
うか。そして，こうした組織上の変化に際して，既に端緒的に形成された
「前期的」ETSは，どのような適応をせざるをえなかったのか。これらも解
明されるべき課題となろう。
　図式化していえば，「前期的」ETSがいわば技術畑（エンジニアリング畑）
において形成されたとすれば，90年代に創設された環境マネジメント部門
への異動を余儀なくされ，技術者としてのETSがそこで環境マネジメント
を学んで，初めて「本来的」ETSとなって定着するのか。あるいは，「前期
的」なETSは新規の環境マネジメント組織とは分離されたままで，エンジ
ニアリング担当部署や研究所内部にとどまり，必要時に環境マネジメント組
織と一時的に結合して，エコ・イノベーションの遂行を担うのか。実際には，
さまざまなバリエーションがありえよう。
　しかしながら，両者の接触によってエコ・イノベーションの方向性は大き
く変化すると推察される。具体的には，エコ・イノベーションが，それまで
のように公的規制基準の順守への技術的対応（旧来型のTSから要請された
対症療法的な技術開発）として遂行される，いわば「与件の変化」への適応
として要請される状況から，公的規制基準のない領域に自主的に環境規制基
準（独自の産業環境倫理に即したそれ）を設定する状況への進展となる。そ
して，自主規制を順守するためにエコ・イノベーションを先行的に遂行せざ
るをえない，といった新状況，すなわち「与件の創出」へと推移する。その
場合に，それまでの「適応の先駆者」としての「前期的」ETSのままで，
この変化に対応しえるのか。あるいは，「前期的」なETSが，地球環境時代
の環境経営理念を吸収することで，はじあて，この状況変化を牽引し，「本
来的」なエコ・イノベーションを遂行するのか。換言すれば，確かに60年
代末一70年代は，「前期的」ETSが，もっぱら公的な環境保全制度の確立と
いう「与件の変化」に適応するために，自社の生産過程のエコ・イノベーショ
　（895）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　299
政経論叢　第77巻第5・6号
ンとその成果物の販売で，「公害防止は儲かる」ことを実証しっっ形成され
たと推察できよう。っまり「生産過程改善装置イノベーション」を担ったと
みなせるだろう。これに対して90年代以降の環境マネジメント部門が主導
したであろうエコ・イノベーションは，本業の生産物およびサービスそれ自
体とそれらの生産過程，さらには，そのための新規の資源調達先と販売先
（家計を含む）の各々において環境負荷の低減を実現しなければならない。
また，そのために企業組織をも環境保全志向へと変革するといった形で組織
自体のイノベーションをも遂行しなければならない。いうなれば「事業総体
のエコ・イノベーション」とでも呼ぶべき変革を牽引することになろう。い
ずれにしても，そこでは，「前期的」ETSが環境マネジメント組織へ吸収さ
れ陶冶される，あるいは分離されたままで環境マネジメント組織と一時的に
結合することが強く要請されたであろう。
　③派生的な課題3：ETSの再生産過程
　上述の課題群とともにETSがどのように企業内のみならず社会において
再生産されるのか，といった新たな課題も浮上しよう。「前期的」ETSが，
大学などの高等教育機関で環境（保全）教育を受け，そこで習得した理念や
技術をもとに，60年代末から70年代に自らを自覚的にETSとして形成・
確立したとは考えられない。「前期的」ETSの一部は，企業内部において
「与件の変化」に即座に適応するために，技術者として条件反射的に，環境
保全の「社会的および会社的な要請」を内面化しっっ，公害防止技術の開発
と普及を担ったと考えられる。
　しかしながら80年代以降，高等教育機関において，環境保全志向の自然
諸科学や社会諸科学がカリキュラムに登場し，90年代になってその講座数
を飛躍的に増加させている。また，大学以外の公的および民間の環境保全志
向の研究機関も増えっっある。さらに企業内においても，環境マネジメント
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部門の主導する環境教育・研修が普及している。こうした新たな再生産機構
の整備によって，2000年代末の現時点において，ETSは，一般的なTSお
よび「前期的」ETSと明らかに断絶した新たな内実，すなわち産業環境倫
理を内面化した「本来的」ETSとして，換言すれば「環境騎士道精神」と
でもいうべきエートス④を獲得しっっある，と見なせるであろうか。あるい
は，こうした状況の進展にもかかわらず，あくまでも「前期的」ETSに固
有の理念的および技術的な限界内にとどまるのか。こうした課題の解明が求
められよう。
（4）研究目的・課題設定の背景
次に，以上のように研究の目的と課題を設定するにいたった経緯を，これ
までの筆者の環境経済研究と関連づけて示しておきたい。
　①公害防止装置市場分析と3P仮説
　筆者が，ロイストンの著作（Royston，1979）に着目したのは，1992年発
表の論文「公害防止装置市場の展開とその限界」においてである。そこでは
ロイストン仮説をふまえて，わが国で「公害問題が一定の経済合理性の範囲
内で処理される側面」（大森1992，p．133）に着目した。そして，公害防止を
目的として「社会的費用」負担を強いる諸制度の確立が「公害防止装置の需
要基盤を創出し，こうした装置市場の形成・展開，さらには公害防止技術そ
れ自体の市場の形成を促す」過程を分析した（ibid．　p．135）。さらに，当該
装置として技術革新の成果が商品化されて海外にまで普及することで，その
遂行企業に超過利潤の確保を可能とするところにまで，当該市場は「自律的
な再生産基盤を技術的に形成」していると結論づけた（ibid。　p．148）。
　ロイストンの3P仮説の検証が，明示的な目的として設定されてはいない
ものの，当該装置市場の総体的な分析とその存立基盤の確認によって，仮説
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は間接的に支持されている。したがって本稿は，3P仮説を，当該装置を生
産・販売する個別企業の事例群を分析することによって，直接的に，検証し
なおそうとするものである。また，92年の同研究では，公害防止技術にか
かわる民間の研究開発部門での雇用にも着目した。社団法人日本産業機械工
業会による調査結果「公害防止装置の生産実績にっいて」（各年度）に基づ
いて，環境関連の技術者数における1971年度の約2，300人から76年度の約
3，500人への増大を指摘した。しかし残念ながら，そこでは，この被雇用者
の上層部を本稿で問題とする「前期的」ETSと見なして，彼らの内実に関
する質的な検討を行うまでには，踏み込むことはできなかった。
　②環境管理・監査論と3P仮説
　1985－86年にアメリカ環境保護庁によりなされた，環境監査制度の導入に
関する公式見解の公表と89年の国連環境計画の産業・環境部会における環
境監査ワークショップの開催を受け，企業の環境経営の在り方をめぐって，
以下のように事態は進展した。一方で，90年，現EU（当時のEC）委員会
が環境監査の制度化案を公表し，93年に「環境管理・監査計画」を理事会
規則として成立させた。他方で，91年には国際標準化機構（ISO）におい
て環境マネジメント・システムの制度化をめぐる検討が開始され，94年に
はISO14000シリーズの原案が主要参加国で承認された（大森1995を参照）。
　アメリカでの先進的な企業による自主的な環境監査制度の導入事例をふま
えて，85年に公刊された，同国の著名な経営コンサルタント会社の環境認
証部門に所属するL．グリーノらによる研究は，既に次の点を強調していた。
すなわち，環境監査の目的が，公的な規制基準の順守に関する法的のみなら
ず社会的・倫理的な責任を企業が引き受けることに限定されず，公的規制の
ない領域での潜在的な環境リスクの調査・管理とその内部化にこそある点を
主張していた（Greeno　et　al，1985，　pp．8－10）。また，93年のOECDレポー
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ト『環境政策と産業の競争力』は，環境規制への企業の対応によって，技術
革新，効率性の向上，先行者の利益，関連するスピンオフ事業の創出，といっ
た競争上の優位性が付与されることを指摘していた（OECD，1993，　pp．9－10）。
筆者は以上をふまえ，95年の論文「環境監査の経済的意義にっいて」（大森
1995）において，以下を主張した。すなわち，環境管理とりわけ環境監査の
経済的意義が，環境問題に直接起因する社会的費用（予防，復元，賠償に要
する費用）負担，さらには，それを促すインセンティブ（仮想的な価格シグ
ナル）としての環境税や排出権取得費用の負担を，総体として合理化（最小
化）することにあるとした。そして，この合理化とそれを実現するたあの環
境保全的な技術革新を相互に促進する機能を，経営内部に創出することに，
環境管理・監査の経済的な意義があると結論づけた。つまり「環境保全に関
する戦略的な管理強化と技術革新の相互推進に新たな差額利潤の源泉を見出
す」（ibid．　pp．138－139）企業群の存在によって，ロイストンの3P仮説が実
証されうることを示唆した。ただし，ここでもまた，社会的費用総体の合理
化と環境保全志向の技術革新を相互に媒介する機能の担い手を，漠然と環境
マネジメント組織の構成員と想定するにとどまり，その内部構成や各人員の
来歴や内面性をふまえて，その上層部を，本稿で言うところの「本来的」
ETSとして特徴づけるまでには至らなかった。
　③環境経済学における3P仮説
　筆者は，環境経済学の源流とその端緒的な形成と発展をたどる，1995年
以降の一連の研究において，一般に「環境経済学の端緒的な形成者」とみな
されているA．C．ピグーの言説を検討した（大森，2004，2005，2007）。彼の
主著『厚生経済学』では，周知のように，政府の直接規制や環境税といった
環境政策手法の導入の提言のみならず，当時のロンドンにおける煤煙問題の
技術的な解決策も示唆されている。ピグーにとって，石炭の燃焼効率の向上
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による煤煙除去技術の開発と普及は，煤煙による地域社会の被害の削減と同
時に，開発・導入者自身に石炭の消費量（代金）の削減をもたらすと考えら
れた。にもかかわらず工場主の「単なる無知と惰性」が当該技術の導入を妨
げている点を，彼は批判した（Pigou，1932，　p．184）。
　しかしながら，既に，未成熟とはいえ特許制度などの知的財産権の保護制
度が形成されている状況下において，ピグーは第三の恩恵として，煤煙技術
の開発者が当該技術の特許およびその体化商品の販売によって「儲かる」点
をも明確に指摘すべきであったと考える。また，第一次世界大戦の終戦前後
の執筆時点で，はたして，こうした技術革新が，ピグーの想定する工場主や
師A．マーシャルが想定した「経済騎士道精神の担い手」である「産業の総
帥」などの個人の創意工夫と企業家精神に依存していたであろうか。むしろ
技術革新一般は，徐々に株式会社など近代的な企業組織の専門部署でTSに
よって遂行されつっあったのでないか，といった疑義も生じる。ともあれ管
見の限りで，後述するようにロイストンの3P仮説の根幹である環境保全ノ
ウハウやその体化商品の開発・販売による利益が，環境保全型の技術革新を
促す誘因であるというシェーマは，ピグー以降の環境経済学の発展において
も，後述のポーター仮説を例外として，中心的な命題として議論されること
は少なかったと思われる。
　④ガルブレイスのTS論を踏まえたETS概念の構成
　第一次世界大戦において，戦争経済体制の運営の一端を大蔵官僚として担っ
たJ．M．ケインズにとって，上述のピグーの「工場主」やマーシャルの「産
業の総帥」が統括する企業活動（技術革新を含む）という想定は，産業の個
人主義的な運営という古い時代の経済を反映しているにすぎなかった。ケイ
ンズは，1926年の「自由主義の終焉」において，株式会社制度をとる大企
業で進行しっっあった所有と経営の分離に着目する。そして，そこでは「経
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営によって払われる考慮は，株主のための利潤の極大化よりも，組織の一般
的安定と名声のほうにずっと傾くことになる」（Keynes，1926，　p．289）と指
摘している。っまり「経営の直接的関心は，社会からの批判と会社の顧客か
らの批判を回避することに向けられる」（ibid．）ことになる。
　このような新しい企業経営の形態が，第二次世界大戦後にいっそう支配的
となる。こうした事態に着目したのが，同大戦中の戦争経済の一翼を物価統
制局において担ったJ．K．ガルブレイスであった。彼は，1967年の『新しい
産業国家』において，ケインズの着目した，所有から完全に分離された経営
への参画者層を「テクノストラクチャー」と名づけ，以下の（i）～（血）
のような特徴づけを行っている。
　なお，TSについて『オックスフォード英語辞典』では「産業や政府の活
動をコントロールしている技術者や技術の専門家のグループ」とされている
が，次のガルブレイスの定義では自然科学系の技術者に限定しておらず，法
律やマーケティングの専門家までを包摂している。ちなみに筆者は，TSと
いう用語は，ガルブレイスによるテクノクラート（technocrat）とスーパー
ストラクチャー（superstructure）の合成語であろうと推察している。
　また，ガルブレイス自身は，ここで用いるエコ・テクノストラクチャーと
同義の用語を一切用いていないが，1973年の著作『経済学と公共目的』に
おいて，初めて一章を割いて環境問題を取り上げている。そして，経済成長
の基盤である制度的枠組みを環境保全志向にするべく法的に規定し，「私企
業による生産の指導と計画化にかわって，公共的な立場から生産を指導し計
画化していこう」（Galbraith，1973，　pp．287－289）と述べるにいたる。
　ガルブレイスによるTSの定義に戻ろう。
（i）TSとは，法人企業における「集団による決定にたいして専門化した
　　知識才能あるいは経験を提供するすべての人々を包摂している」。
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っまり，「企業を指導する知性，すなわち，企業の頭脳をなすのは，
この広い範囲の集団であって，経営陣に含まれた小集団ではない。集
団によるデシジョン・メーキングに参与するすべての人々，あるいは
これらの人々が形成する組織」を意味する，とガルブレイスは定義づ
ける（Galbraith，1978，　p．74）。そして，その具体的な構成を，法人
企業の技術者，販売管理者，科学者，設計者などの専門家，そして役
員層としている（よって外部の株主，内部の生産労働者，職長および
監督者，事務，営業他の日常的な仕事に従事するホワイト・カラーは
除外される）（ibid．　p．160）。
（li）TSの存立要件としては，「意思決定の権力の基礎である自主性を維
　　持する」ために「利潤の極大化より損失の防止を優先せざるを得ない」
　　ことをガルブレイスは挙げている。ただし，TSの自主性を拘束する
　　「例外的な場合」として，「自動車の安全装置」の設置義務や「薬品の
　　広告」規制などの公共的な規制が挙げられている（ibid。　pp．175－176）。
（hi）TSが実現すべき目標について，ガルブレイスは，次のように序列づ
　　ける。すなわち基本的な目標は，まず「安全確実な収益水準と，必要
　　な投資資金を（内部に）確保しうる範囲での極大成長率」に置かれる。
　　次に，二義的な目標は，上記の目標を妨害しないかぎりでの「技術的
　　優位性と配当率を高めていくこと」にあるとみなす。なお，その他の
　　「小さな目標」として「より良い地域社会を建設すること」，「教育の
　　改善」，「自由企業制度に対する理解を高めること」を挙げ，さらに重
　　篤な病気との闘いや政治や宗教的行事への参加をも挙げている（ibid．
　　P．185）
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　ここで，ケインズのいう「社会からの批判と会社の顧客からの批判」を回
避すること，およびガルブレイスのいう「利潤の極大化より損失の防止」を
優先すること，さらに「技術的優位性」を高めることの3点に着目する。そ
して，こうしたTSの志向性を是認するならば，先進国で公害の社会問題化
が起こった60年代後半から70年代にかけて，公害発生源となった企業内に，
当該問題に伴う「社会的費用の総体的な合理化」を環境保全的な技術革新に
よって追求しようと試みるTSが一部現れ，それらにより「前期的」なETS
が構成されたと推察することができよう。しかしながら，こうした企業論的
な検討だけでは，「前期的」ETSの内面性にまでは届かない。問題は，「前
期的」ETS層において発現する環境保全志向が，ケインズが現代的な経営
者の志向性として指摘した「社会からの批判と会社の顧客からの批判」の回
避といった消極的な動機を超え出るものであるか否かにある。むしろ「公害
防止が儲かる」範囲内での「技術的な優位性」の追求によって「環境負荷の
可能な限りの削減」を行い，ガルブレイスの言う「小さな目標」としての
「より良い地域社会の建設」を「大きな目標」である収益率や成長率に優先
させて積極的に遂行するような，独特の産業環境倫理，あるいは環境経済的
な騎士道精神は，いまだ潜在的なものに留まったと考えるべきであろうか。
　さらに，こうした産業環境倫理の萌芽を個別企業内の個々の「前期的」
ETSの内面性から直接検出することは困難を伴うことになる。したがって，
このような内面性を端的に象徴する，その後に現れた実際の環境起業家たち
（「本来的」ETSの典型）が抱く，より成熟した彼らの環境志向の経営理念
と企業活動の分析を介して，産業環境倫理のモデルを抽象する必要がある。
そして，それと実際の個別企業内の「前期的」ETSの内面性との差異を検
討することで，旧来的なTSのメンタリティと連続した「前期的」ETSと
「本来的」ETSとを分岐する断絶面の解明が可能となろう。
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3．ロイストンの3P仮説とETS
（1）ロイストン仮説の概要
　①仮説の背景
　ロイストンの3P仮説の背景には，既述のように，直接的には，1975年以
来，アメリカの化学メーカー3M社が考案・採用し推進している「公害防止
は儲かる」計画の進捗状況がある。この仮説をメイン・タイトルとした彼の
1979年刊行の著書では，「まえがき」を同社の環境エンジニアリング兼汚染
管理担当の副社長J．T．リン博士（おそらく「本来的」なETSの典型）が執
筆していることからも，綿密な同社への訪問調査によって自己の仮説を裏付
けていることがうかがえる。なお，同著書の叙述内容からわかるように，
3M社以外にも，チバーガイギー（Chiba－Geigy）社，クラップ（Krupp）社，
ダウ・ケミカル（Dow　Chemical）社，フィリップス（Philips）社，　ICI
（lmperial　Chemical　Industries）社など，欧米の大企業の環境対策に関す
る独自の調査が踏まえられている（Royston，1979，　pp．67－70）。次に，彼が
同著書において利用したOECDや各先進国政府の刊行した環境関連文献
群（5）から，1960年代後半から70年代後半にかけての環境政策の進展と環境
規制の対象となった企業における当該規制への対応にっいて，幅広く情報が
収集・分析されていることがわかる。また同著書の叙述には，上述の文献や
報告書以外に，マサチューセッッ工科大学による1976年の調査報告「科学
技術への国家支援：外国の経験の検討」がふまえられており，ロイストン仮
説は，以上のような企業調査と文献研究に基づいて，次節で見るように内容
を充実させっっ，以下のように短期間のうちに公表され，普及することとなっ
た。
　まず既述のように，1979年に著書『公害防止は儲かる』において3P仮説
は公表される。そして，翌80年には，雑誌『ハーバート・ビジネス・レビュ
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一』誌上で，論文「公害防止を儲かるようにする（Making　Pollution
Prevention　Pay）」によって，同仮説は再論される（Royston，1980）。次に，
82年5月には，アメリカのノース・カロライナ州で開かれた「公害防止技
術とコスト節減」に関するシンポジウムに招かれて報告を行い，同年に出版
された主催者による編著では，巻頭論文「公害防止を儲かるようにする」で，
同仮説は三たび公表される（Royston，1982－a）。しかしながら，それ以降，
同仮説は後続研究によりわずかに引用されることはあっても，管見の限りで
は，提唱者自身によって再論されることはなかった。
　②3P仮説の概要：なぜ「公害防止は儲かる」のか？
　ロイストンの3P仮説は，以下の（i）～（iv）の事実によって論証され
ている。
（i）一般に，企業における環境問題への取り組みは，経営者層の中に探究
　　的で，革新的かっ起業者的な志向を促進し，彼らをして，新たなビジネ
　　ス機会を探し求めて獲得するように鼓舞する（Royston，1979，　p．50）。
（n）環境保全において最も先進的な企業は最も儲かっており，さらに，こ
　　うした大企業は，環境技術を他社に販売するための特殊な環境エンジ
　　ニアリング部門を有し，急速に拡大しっっある環境関連の国内外の取
　　引でシェアを伸ばしている（ibid．　p．51）。
（皿）儲けを多くもたらす点では，既存の生産装置に従来の末端処理装置を
　　付加する（end－of－pip　add－on）技術より，クリーン・テクノロジー
　　組み込み型の統合技術（built－in，　integrated　clean　technology）の
　　方が優越する（ibid，）。つまり排出物および廃棄物は資源利用上の無
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駄であることから，
（ibid．　pp．51－52）o
循環（closed－cycle）システムが推奨される
（iv）製造業に携わる多くの著名な企業の事例からわかることは，自社の環
　　境問題に取り組んだ結果として獲得した環境関連のノウハウを販売す
　　る特殊な部門を，これらの企業は持っているということだ。っまり，
　　現時点でなされる自社の問題解決のための投資が，将来は，販売可能
　　な生産過程，生産物，そして技術それ自体として収穫可能となる
　　（ibid．　p．68）。
　以上に関連して，ロイストンは経営者がとるべき戦略として，次のように
補足的な言及を行っている。まず（ii）の特殊な環境エンジニアリング部門
については，自社の人的資源とノウハウでプラント建設を行うことが重要で
ある。次に（血）については，自社での資源利用の効率性の向上以外に，排
出物・廃棄物の他社への資源としての販売とそれを可能とするプラントの建
設，排出基準や補助金にっいての当局および地域社会との協議，他社や地域
社会との共同処理が可能な施設の設置，これらが重要だと指摘する（ibid．　p．
53）。また（iv）にっいて，環境保全ノウハウは，まず，同一の環境問題を
抱える他社に販売可能であると指摘する。そして，ロイストンは，こうした
ノウハウおよびノウハウが体化した装置や機器のマーケティングに携わる独
自の組織があってもよい，と述べている（ibid．　p。164）。なおマーケティン
グ部門以外に，企業内において，取締役層に環境情報を収集し伝達する環境
マネジメント部門の重要性，研究開発部門での環境保全的かっ省エネルギー
性に優れた素材，商品，および生産過程の開発，企画部門での長期的な技術，
立地，生産の各領域における環境を配慮した計画の策定，財務部門での環境
管理にかかわる諸費用や損失への配慮，そして最後に，経営上層部での環境
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責任の自覚，これらの重要性についても言及している（ibid．　pp．160－166）。
なお，この言及には，上記の各部門における「本来的」なETSの存在が示
唆されている。ともあれ，以上4点がロイストン仮説を支持する論拠である。
次章では，これらの論拠の妥当性をわが国の複数企業の事例分析で検証する
ことを試みるが，その前に，この仮説の意義について言及しておきたい。
（2）ロイストン仮説の独自性
　上述のロイストン仮説の独自性を，M．ポーターが1991年のエッセイ「ア
メリカの緑の戦略」で展開した，「環境保護と経済的競争力の偽りの二項対
立」への批判（Porter，1991）に端を発した，一連の議論におけるポーター
らの主張と対比させて，以下に特徴づけてみたい。
　後にポーターは自己の仮説を，「諸規制が適切に設計されており，企業が
その可能性を追求するならば，規制順守のコストを最小化し，さらには相殺
するイノベーションが多くの状況下でしばしば生じうる」（Porter，1995，
p．110）と定式化する。当初より戦略的な貿易政策の在り方の模索というモ
チーフを潜在させていることから，ポーターの分析対象は，先進諸国におい
て様々な業界で導入される環境規制と国際競争力との相互関係に絞られてい
る。そのために，環境規制を受けて，具体的に個別企業内の何処で，誰が，
どのように，相対的に優位な競争力を構築し，それが，どのように業界内外
さらには海外市場において発揮され，「儲け」にっながるのか，というミク
ロ次元での原初的な議論を十分展開してはいない。ポーター仮説では，「適
切な」規制および当局が，「汚染防止は儲かる」状況を主導する。しかしロ
イストン仮説では，何らかの環境規制を破ると，各企業内部のエンジニアリ
ング部門が，既存の人材およびノウハウから開発・蓄積した新たなノウハウ
の販売をめざす。そして，「汚染防止は儲かる」状況の創出（making）を
めぐって競争が始動する。そのたあ，勝者が出現する限りで，規制は「適切」
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なのである。
　ところで，こうしたポーター仮説におけるミクロ視点からの分析の欠落を
補完するかのように，彼の共同研究者V．D．リンデは，前出のOECD（1993）
『環境政策と産業の競争力』に「環境規制のミクロ経済学的含意」と題した
論文を発表している。そこでは，動態過程において，被規制企業での「規制
から被る不利益のイノベーションによる相殺（innovation　offset）」，環境
改善による社会の利益，さらには公害防止セクターが獲得する間接的な利益，
これらが実現されると指摘している。そして，こうした公害防止セクターの
利益は，自他の国での環境規制順守に要するコストの差異と自国の当該セク
ターからの新技術の輸出に依存するとも述べている（OECD，1993，　p．70）。
しかしながら同セクターへの言及は補足的であり，焦点は環境配慮商品全般
にあてられている。そのため，規制がもたらす競争上の優位性として，生産
費が安く，その機能に優れ，そして使用時の経費が安くすむ製品開発を挙げ
て，他国の製品に対して先行者利益（early　mover　advantage）を獲得する
製品開発を推奨している（ibid。　p．72）。このoEcDレポートでは，同機構
の環境部門長による冒頭論文において，こうしたリンデ論文を含む他の著者
らによるミクロ視点からの分析のみならず，同レポート所収のマクロ視点か
らの分析をも含めて肯定的に評価されている。そこでは，既述のように，規
制による技術革新，効率性の向上，先行者の利益，関連するスピンオフ事業
の創出といった優位性に加えて，次のような優位性の創出も指摘されている。
まず，巨大多国籍企業では以上の利益を得る最善の立地が可能となるととも
に，環境マネジメント能力を向上させうること（事故や生産および信頼性の
阻害を回避し，企業の環境イメージを向上させうること）が優位性として挙
げられている。そしてさらに，以上から非関税障壁が形成される点も指摘さ
れている（ibid．　pp．9－10）。
　しかしながら，こうした90年代前半期のポーターの言説やOECDレポー
　312　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（908）
　　　エコ・テクノストラクチャーの形成に資する環境経済の理論と実際
トでは，ロイストン仮説と異なり，かっては環境規制を被る個別企業内のエ
ンジニアリング部門が「震源地」であった事実が言及されていない。また，
そこでの既存の人的および技術的資源による環境保全ノウハウの蓄積を契機
として，一あたかも一国内の公害防止セクターのように一，環境エンジ
ニアリング部門が形成され，そこで開発されたノウハウが，技術それ自体と
して，あるいは製品として実を結ぶ過程も度外視されている。さらに，その
ノウハウとその体化商品が，マーケティング部門および営業部門との協働に
より，その価値を実現する過程への着目も，それらには欠落している。その
上，当該企業の財務部門や企画部門がこうしたノウハウの蓄積と販売体制の
確立に共鳴し，経営上層部も一層の環境配慮を促されて，結果的に，企業総
体としての戦略的な環境マネジメントが進展し，それを担うメタ組織の形成
が要請される。しかしながら，あくまでも彼らの論文では，こうした状況が
前提されて，議論が展開されている。それに対して，1970年代後半の先進
的企業において，環境マネジメント・システムが確立されっっあった状況を，
本稿の問題関心に即して換言すれば，「本来的」なETSのネットワークが，
ノウハウの蓄積と販売とともに，企業内で部門横断的に形成され，一っの部
署へと結晶化されっつあった状況を，ロイストンは原初的にとらえていたの
である（Royston，1979，　pp．160－166）。
4．ロイストン仮説を支持するわが国の企業事例の分析
（1）多角化戦略としての環境エンジニアリング部門の構築とエコ・ノウ
　　ハウ販売の典型：倉敷紡績株式会社（2007年度末：東証・大証一
　　部上場／資本金220．4億円／連結従業員5760人）の事例
①企業および事業の概要
倉敷紡績株式会社（以下，倉敷紡績と略す）は，1888年3月に有限会社
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倉敷紡績所として発足し，翌年10月より綿紡績の操業を開始した。商法施
行により，1893年，社名を倉敷紡績株式会社と改称して，以降，一貫して
綿紡績とそれに関連する事業を展開した。そして，その過程で，同業者との
吸収合併を重ね，1935年には羊毛分野に進出した。同社は第二次世界大戦
後も，しばらくはレーヨンや合成繊維部門に直接進出せず，1962年になっ
て初めて，大阪府に寝屋川工場を新設してポリウレタンフrt　一ムなどの化成
品事業に進出した。1970年3月には環境装置のエンジニアリング事業に進
出し，その後も1976年には情報開発分野に，1989年にはバイオメディカル
事業分野に進出するなど，着実に経営の多角化を推進している（6）。なお，
2007年度の同社の事業領域は，「繊維事業」（売上構成：52．5％），「化成品
事業」（29．4％），「不動産事業」（3．9％），「工作機械事業」（4．2％），「エレク
トロニクス事業」（2．9％）である。環境装置のエンジニアリング事業（排ガ
ス処理，排水処理，焼却処理，バイオマス・リサイクルの各分野）は「その
他事業」（7．1％）に包括されている。
　「有価証券報告書」には，環境関連事業の単体の業績について，集計値の
記載はない。環境装置のエンジニアリング事業を含む「その他事業」に「化
成品」と「工作機械」と「エレクトロニクス」の各事業を加えた，不動産を
のぞく非繊維事業の販売額（対総売上比率）に着目すると，70年の約41．0
億円（6．0％）から以下のような推移をたどった。っまり75年には約113．0
億円（9．4％）と3倍弱となり，80年の約149．0億円（9．9％），85年の約
189．0億円（11．4％），90年の約329．0億円（23．4％），95年の約327．0億円
（26．0％）をへて，30年後の2000年には，対70年比約13．5倍強の約552．0
億円（33．5％）となった。なお，2005年には約537．0億円（35．8％）へと若
干落ち込んでいる。
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　②環境装置エンジニアリング部門
　（i）参入契機
　倉敷紡績による環境装置エンジニアリング分野への参入と後の発展の経緯
は，以下であった。同社の社史『倉敷紡績百年史』には，「公害規制が強化
される以前（1967年の公害対策基本法と翌年の大気汚染防止法の公布・施
行以前：筆者注記）から，当社は，公害防止について強い関心を持って対処
し万全を期していた」（倉敷紡績，1988，p．526）と記されている。そして具
体例として，津，寝屋川の両工場での地盤沈下対策（地下水利用から工場用
水道利用への転換）と倉敷，丸亀，観音寺の各工場での混打綿集塵機の設置
が挙げられている（ibid．）。また，「枚方工場では，排水問題にっいて公害
研究所，施設部，加工部，工場が一体となってプロジェクト・チームを結成
し，公害防止のための研究に着手していた」とも記されている（ibid．）。な
お，主力工場の所在する大阪府枚方市は，71年の大阪府公害防止条例の制
定をうけ，翌年，府下で最初に公害防止条例（市独自の公害規制基準を設定
し，公害除去のための措置請求権を被害住民に認めている）を制定・施行し
ている（枚方市，1995，p．632）。その背景には，同市の中宮地区に所在する
他企業の工場群による騒音・悪臭・粉塵公害に対する住民運動団体の結成と
市長への陳情および当該工場への立ち入り調査の実施（1967年以降）があっ
た。また磯島地区では，他企業の工業所からの騒音・振動・悪臭・粉塵・水
質汚染による生活被害と農業生産被害，そして被害者による市への陳情およ
び立ち入り調査と企業糾弾集会の開催（1970年以降）もあった。さらに，
津田地区での，他企業の工場からの騒音・悪臭・粉塵公害に対する被害者か
らの糾弾と工場移転要請および市の跡地買収による移転の実現といった激し
い反公害の住民運動が加わった（ibid．　pp．632－634）。これらは，倉敷紡績の
環境エンジニアリング事業への進出における外部発生的な契機として明記さ
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れてよい⑦。
　　（ii）ノウハウの蓄積とその販売
　こうした状況下で進展した倉敷紡績による一連の環境問題への対応を，表
1「倉敷紡績における環境事業・環境関連活動の展開（60年代末から70年
代）」にまとめた。最初の具体的な対応は，1969年における煙道ガスにより
廃水を中和する装置の開発であった。同社は，すぐにこのノウハウについて
特許を申請し，翌70年には，この装置を自社枚方工場に設置することで，
当該技術の社会的な認知を得る。ちなみに，この技術開発における功労者6
人は社長から表彰されている。71年には，同装置の同業種および異業種の
他社への製造・販売のために，エンジニアリング事業部が事業部長以下5名
をもって新設される。表から読み取れるのは，同装置から派生した「湿式酸
化吸収法による排煙脱硫装置」と「湿式排煙脱硫石膏回収法」といった新技
術を次々に商品化する開発能力が，この事業部（72年には総員30余名に増
員）に蓄積されたことである。それは，72年には，濃汚濁液焼却装置の開
発と自社の津工場への設置に連なり，その後の同業種および異業種の他社へ
の販売へと連鎖した。なお，この間の技術開発資金は，70年上期には「繰
越利益余剰金」を開発研究費として取り崩すことにより，また70年下期以
降は，公害防止事業団から長期借入金を調達することにより賄われている。
73年度上期，同事業団からの借入金の期首残高は約11。0億円と最高額に達
している（「有価証券報告書」各年度）。なお73年9月に社内に環境管理委
員会が発足するが，おそらく90年代以降の環境マネジメントの推進組織の
原型というよりも，環境装置に関連する業務全般にかかわる横断的組織であっ
たと考えられる。
　他方で，脱硫技術の開発後，1974年には同社独自の脱硝技術や脱臭技術
の開発が進み，脱硝技術は，76年1月には，アメリカの大手企業TRW社
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表1　「倉敷紡績における環境事業・環境関連活動の展開（1960年代末から70年代）」
（1967年8月）
（1968年12月）
　1969年2月
　　同年12月
　1970年3月
　　同年9月
（1970年12月）
　1970年3月
　　同年4月
1971年11月
1972年8月
1973年7月
　同年9月
1974年7月
1975年2月
　同年5月
同年10月
1976年1月
　同年2月
同年10月
1977年4月
1979年5月
同年11月
（公害対策基本法施行）
（大気汚染防止法施行）
廃水中和装置の本格的研究に着手し，煙道ガスによる中和方式を開発
上記にっいて特許「アルカリ性廃液の中和装置」を出願
上記装置をKBCA（Kurabo　Bubble　Contact　Absorber）と命名
同装置を枚方工場に設置（社会的に注目され開発功労者6人を社長表彰）
（水質汚濁防止法公布・翌71年施行）
上記装置の製造・販売のためにエンジニアリング事業部を新設
エンジニアリング事業部の総員を30余名へ増員し，開発・営業・技
術の一体化を目ざす／以降，同技術から「湿式酸化吸収法による排煙
脱硫法」（出願公告1980年）と「湿式排煙脱硫石膏法」（出願公告
1983年）が派生
クラボウ環境技術センター設置／同年より工場廃水処理や都市下水道
の事業に進出
津工場において濃濁廃液焼却装置を開発・設置，後に熱処理装置とし
て羊毛紡績会社，染色会社，化学会社に納入
脱硝技術の実用触媒の開発に成功，プロジェクトが9月に枚方工場に
実験装置を設置
環境管理委員会の設置
脱硝装置の中核技術をKNORCA（Kurabo　Nitrogen　Oxides
Reducing　Catalist）と命名（特許「窒素酸化物除去法用触媒再活性
化法」（出願公告1979年）／エンジニアリング事業部，同年内に都市
ごみ洗煙装置，脱臭装置を開発／脱臭装置の納入先は塗料会社，グラ
ビア印刷会社，インキ溶剤会社，コーティング会社などであった
KNORCA発売開始
新潟鉄工所と脱硝技術の共同開発・販売契約を締結
KNORCAの計測部門で東芝と提携
アメリカTRW社（宇宙航空産業及び環境技術研究開発）と共同で米
国EPAによる火力発電所の石炭ボイラー用排煙脱硫装置に関するプ
ラント建設のプロセス・ディベロッパー募集へ応募するため
KNORCA技術を同社へ供与
公害防止装置の納入後の保守点検整備のためクラボウ工事サービス㈱を設立
枚方工場において，排水COD除去装置完成
不況に対処するため、エンジニアリング部を設置し，大気部，水処理
部を統合し，その下に大気課，水処理課，熱処理装置課を置く
エンジニアリング事業部をエンジニアリング部に統合
省エネルギー委員会発足／この年から清掃工場用排水処理装置の納入を開始する
参考文献：倉敷紡績株式会社（1988）『倉敷紡績百年史』／同社「有価証券報告書」（各年度）
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へ供与される。その結果，75年度の技術援助料収入は約2．5億円に達した（8）。
そしてこの収入は，86年度まで年次ごとに変動しっっも，平均してほぼ年
額2．5億円（累積で約30．0億円）の水準で推移している（「有価証券報告書」
各年度）。ここには，毎年度，ほぼ一定額の営業外利益がノウハウの輸出販
売の結果得られるという，経営基盤にとって安定化装置が組み込まれたこと
が意味されている。
　また1976年度には，自社の枚方工場に汚水処理装置（約2．3億円）と排
煙脱硫装置（約2．0億円）を設置した。これらの開発過程で蓄積したノウハ
ウをもとに，当時の大気汚染防止機器の需要一巡と水処理機器の過当競争に
対処するため，生活排水処理装置や都市ごみ焼却炉用排ガス処理装置（脱硝
技術を応用）を新たに開発し，販売している。またこの年から，海外にも目
を向け，公害関連法規を強化した韓国やインドネシアの市場を開拓している
（倉敷紡績，1988，p．596）
　さらに77年度には，津工場に洗毛廃液焼却炉用の集塵装置を設置し，78
年度には枚方工場で省力化・省エネルギー化装置の改造に着手することにな
る。その結果，78年度の期首において，公害防止事業団からの長期借入金
残高は約4．3億円に達する。こうした低利の公的借入金が，環境規制の高度
化・厳格化への自社での対応と，そこからの新技術や新商品の創出を試みる
倉敷紡績独自の環境事業戦略を支える財政基盤になっていたと考えられる。
　③省エネルギーと新規の環境規制への対応
　1980年代初頭，同社の環境事業における新展開は，2度の石油危機と79
年11月の社内省エネルギー委員会の発足を受けて，エンジニアリング事業
部と技術研究所が提携し，ボイラ内の空気と燃料の比率を制御する「空燃比
制御装置」を開発することであった。83年には非繊維事業開発グループが
主導して，技術研究所，化成品事業部，エンジニアリング事業部の相互間で，
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基礎技術を交流・活用させた結果，「精密濾過膜」の開発に成功する。この
技術は，後に93年の新しい汚水処理システムの開発に連動してゆく。しか
しながら80年代後半は，フラワー事業（洋蘭の栽培・販売・展示）への進
出，CADシステムや赤外線計測機器などの電子応用機器事業分野への進出
といった，環境分野以外への多角化戦略によって特徴づけられる。確かに環
境分野は80年代，同社において全般的に低迷するのである。とはいえ同社
は，74年下期の経常利益の赤字化，同年上期と下期の純利益の赤字化を例
外として，70－80年代に渡って黒字決算を維持しており，無配当に陥ること
もなく，総資産を維持し，資本金を増加させている（ibid．　p．804）。
　なお，90年代全般を通して，倉敷紡績の環境エンジニアリング分野では，
先にふれた「精密濾過膜」を利用した93年の「膜蒸留法による廃液処理シ
ステム」の開発，95年の「微生物による排水中の窒素化合物除去法」の開
発，99年の「ダイオキシン対策特別措置法」の制定を受けた，「焼却飛灰中
のダイオキシン除去技術」の開発などから見てとれるように，開発技術の応
用と精緻化および新規規制への対応を怠ることはなかった。
　④環境経営の導入と環境技術革新
　ところで，2000年度より同社が公開しているウェブサイト上の「環境レ
ポート」によれば，表1に示したように，1973年には環境管理委員会が発
足し，79年には省エネルギー委員会が設置され，両者は94年に統合されて
いる。この間の両委員会の活動内容は現時点では不明であり，また，それ以
降の，たとえば96－97年度の環境管理規定の制定と環境監査の開始，2001
年の北条工場と安城工場でのISO14001の認証取得と環境会計の導入，といっ
た一連の環境マネジメツト活動の経緯も不明である。そのため，同社の60
年代末から70年代のエコ・イノベーションおよびその担い手層と90年代半
ば以降の環境マネジメントの推進過程から導かれたと考えられるエコ・イノ
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ベーションおよびその担い手層との間に，どのような連続面と（単なる世代
的な格差以上の）断絶面があるのか，あるいは，そこに相互の浸透や融合が
あるのかにっいては，今後，さらなる研究を必要とする。
　ちなみに倉敷紡績の2008年の「環境レポート」では，同社の本業の繊維
分野における環境配慮商品として，環境負荷を低減させた原料加工素材（ク
レシア）や染色工程での水利用量やCO2排出量を低減させた素材（グリー
ンプラン）が挙げられている。またリサイクル素材として，ペットボトルを
ポリエステル原料化した素材も挙げられている。さらに，他方では，アメリ
カのデュポン社開発の加水分解性・生分解性ポリエステル素材（バイオマッ
クス）と綿の混紡商品も販売している。この素材の開発に同社が関与した形
跡はない。とはいえ，より詳細な訪問聞き取り調査を行えば，こうした環境
志向の新素材開発の過程から，自社の環境エンジニアリング部門で開発され
た技術が，本業である繊維部門に応用され波及効果を発揮している事態を読
み取ることがでるかもしれない。
　⑤小活
　以上のように，倉敷紡績は，1960年代後半の環境諸規制の制定とその背
景にある公害反対の住民運動や自治体による環境条例の制定とその厳格化に
対処するために，自社工場の公害対策としてエコ技術，すなわちエコ・ノウ
ハウを開発した。そして，これらを特許化および装置化して同業種や異業種
の他社に販売した。特筆すべきは，既述のように，75年度にアメリカの
TRW社へ脱硫技術を供与し，86年度までの累積で約30．0億円の技術援助
料収入を収得（この間の累積経常利益の約7．0％に相当）したことである。
当然，これらの収入は，当該ノウハウの体化装置の販売収入とともに，自社
の開発費を補填するに十分であり，利益の捻出にかなり寄与したと考えられ
る。つまり，自社のエンジニアリング部門をエコ事業領域として，多角化戦
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略の一環に組み込み，まさに「汚染防止は儲かる」ことを，その事業の継続
的な拡大によって実証している。その後も，社会が要請する多様化し高度化
する環境保全の領域と水準を見据えっっ，自社自らのために推進する研究開
発とその成果の特許化・装置化を推し進め，それらの販路を模索する。この
点で，倉敷紡績の事例は，本業の繊維関連事業の低迷ゆえに採用せざるを得
ない経営多角化における主要な戦略部門として，エコ・エンジニアリング部
門を立ち上げ，そこで開発された先端技術をエコ装置化しっっ，エコ・ノウ
ハウそのものをも販売することに成功した，典型的な事例として位置づけら
れよう。それゆえに，この独自の環境事業戦略の継続的な発展と今後の本業
におけるエコ素材開発の進展のためにも，先に提示した70年代当時の活発
な環境装置のエコ・イノベーションとその担い手が，90年代以降の環境マ
ネジメントの推進に伴う本業でのエコ・イノベーションとその担い手と，い
かなる関係にあるのか，両者の継続・継承関係や異同が明らかにされるべき
であろう。
（2）環境エンジニアリング部門の構築と本業とのシナジー効果の創出：
　　ユニチカ株式会社（2007年度末：東証・大証一部上場／資本金
　　238．0億円／連結従業員5531人）の事例
　①企業および事業の概要
　ユニチカ株式会社（以下ユニチカと略す）は，ニチボウ株式会社（大日本
紡績：1918年の尼崎紡績と囁津紡績との合併会社）と日本レーヨン株式会
社（1926年に大日本紡績の子会社として創立）が1969年に合併して発足し
た会社である。合併以前には，大日本紡績は合成繊維時代の到来に際して，
可能性の少ないビニロンに深入りし，合成繊維による成長機会を失っていた
（吉岡，1990，p．169）。他方，日本レーヨンも生産量の少ないナイロンに固執
しすぎたことから，合併は相互補完が目的であったとされている（ibid．）。
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ユニチカは合併にあたり，従来の両社の定款を見直し，繊維部門以外の事業
目的として，機械器具・装置，不動産，土木建設工事，土木建築資材などの
分野を追加している。倉敷紡績と同様に，経営の多角化が求められ，エンジ
ニアリング事業への参入を準備していたことがわかる。
　2008年時点での同社の事業領域は，高分子事業，環境事業（水処理，ゴ
ミ処理，環境調査・分析），機能材事業，繊維事業，生活健康事業，その他
事業にわたっている。なお環境調査・分析業務については，1972年に宇治
工場内に設立された環境管理センターの業務を引き継いで77年に設立され
た，全額出資の子会社㈱ユニチカ環境技術センターが担当している。
　社史『ユニチカ百年史（下）』と「有価証券報告書」によれば，エンジニ
アリング事業総体（環境分野を含む）の売上（および，その総売上構成比）
は，70年度上期・下期の合計額約1．0億円（O．O％）から，75年度の約62。0
億円（3．0％），80年度の約90，0億円（5．3％）へと急増し，85年度には約
193．0億円（7．1％）に達している。そして90年度には約298．0億円
（10．1％）に達する。さらに95年度からは連結決算でのエンジニアリング総
体の売上数値となり，約542．0億円（22．8％）へと増加するが，2000年度に
は「環境・機能材事業」の売上げとしての集計額が約383．0億円（13．8％），
2005年度には同集計額は約270．0億円（12．5％）となり，近年，漸減傾向に
ある。
　②環境装置エンジニアリング部門
　（i）参入契機
　このように70年代から90年代半ばまで急速な成長を示す同社の環境エン
ジニアリング活動は，69年10月の合併の翌月に始まる。同社は，この年，
宮川（毛糸・毛織物）工場に本格的な廃水処理装置（凝集加圧浮上装置）を
自社で開発し設置する。その背景と考えられる，宮川工場の所在する伊勢市
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における，公害反対の住民運動や公害防止条例の制定にっいての記述は，伊
勢市の『市史』では確認できない。しかしながら，同じく主力工場の立地す
る宇治市では67年に市の企画広報課内に公害課が設置され，それ以降，公
害防止協定の締結や水質汚濁状況の調査が始められている（宇治市役所，
1988，p．607）。また同様に，主力工場の立地する岡崎市の『市史』が指摘し
ているように，同市は73年より特定施設との間で公害防止協定の締結を推
し進めている（新編岡崎市史編さん委員会，1985，p．694）。ともあれ，この
廃水処理装置の開発・設置が，翌70年6月のエンジニアリング事業部の発
足（当初16名）と同年8月のエンジニアリング関係子会社，ユーキエンジ
ニアリング㈱（72年にユニチカプラント㈱に社名変更）の設立を導く。さ
らに，この年度内に大垣工場（羊毛関連）にも本格的な廃水処理装置が設置
されている。
　『ユニチカ百年史（下）』によれば，当該事業部の設置目的は「海洋，流
通，公害，石油化学などの各分野における関連機器，付帯設備の開発，製造，
販売並びにそれらのソフトウエアの販売」（ユニチカ，1991，p．52）であった。
とりわけ公害防止装置・機器の開発・販売のみが目指されていたわけではな
い。しかしながら，『社史』が指摘するように，60年代後半からの公害の社
会問題化（四大公害訴訟）と公害防止関連法の立法化が背景にあったことと，
「公害防止関連事業に必要な多面的な技術者を活用することができた」（ibid。
p，52）ことが，公害防止エンジニアリングに注力する外部発生的および内部
発生的な契機であった。ちなみに合併前の日本レーヨンでは，68年1月に
宇治工場で自社技術による自家発電設備の増強を行っている。
　（ii）ノウハウの蓄積とその販売
　ユニチカにおける環境装置エンジニアリング分野への参入以降の当該事業
部の活動を，以下，表2「ユニチカの環境エンジニアリングとそのシナジー
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表2　「ユニチカの環境エンジニアリングとそのシナジー効果に関する年表」
1972
1973
1974
?????
??
1982
1986
1987
1992
1993
1994
???????
?????
。ニチボウ㈱と日本レーヨン㈱の合併によりユニチカ㈱発足
・宮川工場に本格的な廃水処理装置（凝集加圧浮上装置）を開発・設置
・エンジニアリング事業部16人で発足
・エンジニアリング関係子会社ユーキエンジニアリング㈱を設立（72年にユニチカ
プラント㈱に社名変更）
・大垣工場にも本格的な廃水処理装置を設置
・上記子会社が焼却炉1号機を受注
・廃水処理装置（ユニフローター式と命名）一号機を受注
・宇治工場内に環境管理センターを設立
・パッケージ商品として活性汚泥処理装置，活性炭吸着装置，生活排水処理装置を開発・販売
・中央研究所第六研究室がエンジニアリング研究所に改組（当初約40名で水処理技
術の研究開発を担当）
・宇治，岡崎両工場で排煙脱硫装置着工
・ユニチカプラント㈱焼却炉業務を本社エンジニアリング事業部へ移管
・エンジニアリング事業部を事業本部に改組（オイルショックの影響と法令順守目
的の公害防止設備投資の一巡により76－79年度に赤字経営に転落し，減量化＝組
織改編と事業部の人員削減を推進）
・住宅公団・桃山南団地の生活排水処理施設を受注
・エンジニアリング研究所を事業本部に編入（事業本部人員75年度の290人体制か
　ら190人体制へ）
・福山市の埋立地排水処理施設（本格的大型物件）を受注
・京都府城南衛生管理組合より，し尿処理施設を受注
・半導体用超純水装置を海外向けに納入
・大阪府能勢町よりクローズドシステムのし尿処理施設を受注
・球状繊維の濾過材による濾過装置（「まりも」）が営業的に大ヒットし，売上規模
90億円台，純利益の黒字化を達成
・海水淡水化装置を海外向けに納入
・大阪府門真市より全連続式大型焼却炉を受注
・茨城県江戸崎地方衛生土木組合から流動床式焼却炉一号機を受注
・新素材分野で活性炭（消臭）繊維利用の商品を開発
・リン成分分離除表システム（富栄養化対策）「フォスニクス」を受注
・活性炭繊維利用のフロンガスなど有機溶剤回収装置「トリオーネ」を開発
・高微生物分解性を有する繊維（ポリカプロラクトン系：釣糸魚網，不織布に利用）
　を業界に先駆け開発
・オゾンを利用した高度上水処理設備を大阪府に納入
・繊維濾過器「けまり」を販売
・二槽式問歌曝気方式の脱窒素・脱燐技術を確立
・空調用抗菌有毒ガス除去フィルター（室内ホルムアルデヒド，トリクロロメタン
　対策）を共同開発
・上向流嫌気性汚泥床システム（食品産業用）を開発
・アメリカのカーギル・ダウ・ポリマーズ社と提携し完全生分解性ポリ乳酸製品
　「テラマック」（トウモロコシ由来のバイオ・プラスチック素材）を開発
・農業集落排水など汚泥の農地還元・堆肥化システムを標準設計することで商品化
・最終処分場用浸出水処理システム（重金属処理）を開発販売
・カニの甲羅の天然成分キトサンを繊維化した素材「キトケア」（高抗菌防臭性繊維）
　を開発
参考文献：ユニチカ株式会社（1995）『ユニチカ百年史（下）』／同社「有価証券報告書」（各年度）
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効果に関する年表」に即して述べていく。
　1971年1月，上記の廃水処理装置は「ユニフローター式」と命名されて，
第一号機が受注され，同年度中に同業の繊維工場および関連の染色・製糸工
場から40台を受注した。受注は，翌72年度の170台，翌々73年度の200
台へと急増した。同じく71年度には既述の関連子会社が，ゴミ焼却炉の設
計・施工を受注し，新分野を開拓する（なお75年に，この子会社は当該業
務をエンジニアリング事業部に移管するが，この年の2月まで累計で13基
の焼却炉を受注している）（ibid．　pp．471－473）。73年は年初より水処理装置
の多様化に取り組み，「ユニフローター式」と同様のパッケージ型商品とし
て活性汚泥処理装置，活性炭吸着装置，生活排水処理装置を開発した。また，
ごみ焼却炉に加え，排煙脱硫装置，脱臭装置，公共上下水道工事などの環境
分野のみならず，防災工事や電気設備工事など非環境分野へも当該事業部は
進出する。さらに表に記載してはいないが，74年から76年初頭にかけては，
用水リサイクル・システムや超大型濾過装置，活性炭利用の溶剤回収装置，
埋立廃水処理設備を受注している。その間の75年には，し尿処理施設を三
重県から受注する（ibid．　pp．476－477）。なお，’同年1月には自社の宇治・岡
崎の両工場において，総額約33．1億円をかけた排煙脱硫装置の建設・設置
に着手している。その際には，74年度より公害防止事業団から長期の借入
を行い，借入金は76年度の期末には約21．0億円のピークに達している。
　この間，エンジニアリング事業部は，70年度の約1．0億円の売上高を，71
年度の約5．0億円，72年の約14．0億円，73年度の約27．0億円，74年度の
約42．0億円，75年度の約67．0億円へと急勾配に増やし，75年12月にエン
ジニアリング事業本部へと改称するにいたる（ibid．　p．472）。ちなみに，こ
の年度の当該事業部の売上は，同社の総売上の約2．3％であった。
　しかしながらこの間のユニチカ全体の経営は，特に本業の不振により，71
年上期からの純利益の低迷に，72年度上期の経常利益での約30．0億円の赤
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字と純利益での約100．0億円の赤字が加わり，72年度下期以降の業績回復
にも関わらず，73年上期まで無配当に転落している（ibid．　p．578）。
　③環境エンジニアリングから本業での環境保全型商品の開発へ
　当該事業本部は1976年度に，公害防止装置への設備投資の一巡と同業他
社との受注競争により，売上が80．0億円台に達しながらも，純利益が赤字
に転落し，それが79年度まで継続する。そのため，75年度期末の当該事業
本部の人員約290人およびエンジニアリング研究所約60人の体制から，78
年における両組織合体後の約190人体制をへて，翌79年には約170人まで
人員を削減している（ibid．　p．480）。この間，受注物件としては大型の公共
事業が増えている。たとえば77年には住宅公団・桃山南団地での生活排水
処理施設の受注，そして翌78年には福山市の埋立地排水処理施設の受注が
挙げられる。他方で，脱硫装置や脱硝装置および触媒燃焼脱臭装置は，需要
の減退により営業品目から脱落することになる。なお70年代，自社で開発
した各種の環境エンジニアリングのノウハウにっいては，「有価証券報告書」
の記載の限りで，海外に技術輸出され，あるいは国内で特許許諾の契約が締
結されることはなかったようである。技術輸出は大半が，本業のナイロン関
連のものであった。なお，この間のユニチカ全体の経常利益は74年下期か
ら77年まで赤字に転じ，純利益も76－77年度は赤字となり，さらに81－83
年度の経常利益の赤字と82年の純利益の赤字も加わった。そのため同社は
76年度から87年度までの長期間，無配当に転落することになる。
　環境エンジニアリング部門に限れば，1980年代初頭は，表2からわかる
ように大型し尿処理施設の受注といった従来型の営業に加え，海外向けの半
導体超純水装置の受注や球状繊維を濾過材とした，濾過装置「まりも」が営
業的な成功をおさめる。そのため81年度には売上高（90．0億円）と純利益
の黒字回復を達成する。82年度には，当該部門の売り上げが全体の売り上
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げに占める比率は，約5．3％に達した。そして80年代後半には，都市部お
よび農村部での環境公共事業施設を受注する傍ら，87年には脱臭機能を持
つ新素材を用いた活性炭繊維を利用して新商品を開発することになる。
　さらに90年代以降の当該事業の展開については，まず91年の高微生物分
解性繊維の開発と94年の室内大気汚染対策用の空調用抗菌有毒ガス除去フィ
ルター・システムの開発が挙げられる。また98年，アメリカのカーギル・
ダウ・ポリマーズ社と提携して完全生分解性ポリ乳酸製品「テラマック」
（トウモロコシ由来のバイオプラスチック）を開発し，2004年には，カニの
甲羅の天然成分キトサンを繊維化した「キノケア」を開発・商品化（衣料，
包装，容器，農芸用資材，建築土木資材などとして利用可能）している。な
お，この間のユニチカ全体の経営にっいては，本業の業績悪化により，93
年度の経常利益の赤字と93－96年度，98年度および2002年度の純利益の赤
字を経験している。
　ともあれ，以上の一連のエコ・イノベーションに着目すれば，ユニチカの
環境関連事業の独自性は，70年代以降に環境エンジニァリング部門で培っ
た技術革新力を，80年代後半以降，本業の繊維部門に向けなおし，環境志
向の新素材の開発に発揮していると推察できよう。しかしながら，80年代
以降も，2007年度まで，環境技術の輸出はみとめられず，逆に，技術導入
にっいて，97年度にドイッのWKV社より向流移動床式活性コークス吸着
塔からなるダイオキシン排ガス処理技術を輸入していることが挙げられる。
④環境経営の推進と環境技術革新
　ところで，こうした環境配慮商品の開発から推察される，環境エンジニア
リング分野における技術開発とのシナジー効果の発現は，ユニチカの「CSR
レポート」（2006）に示された環境経営活動とどのように関連しているであ
ろうか。具体的には，1973年の環境保全規定の制定，91年の同規定の改正
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と環境保全委員会の設置，そして，それ以降の次のような環境配慮活動が，
環境関連の技術革新と付加価値実現の担い手であるETSとにどのように関
連したであろうか。この点の解明が大きな課題として残されている。同社は，
93年には地球環境憲章を制定・施行し，環境保全規定を環境規定へと改正・
施行し，さらには環境保全委員会を環境委員会に改組している。また94年
以来，1年に1回実施の環境監査を行ない，96年から，3力年の環境中期
計画の目標策定も開始している。加えて，97年からは主要工場でISO14001
の認証取得を開始し，2002年度から「環境報告書」の公表を始めている。
　こうした一連の環境経営推進の諸活動の根底に横たわる理念が，同社の
2006年度の「CSRレポート」における次のような表明からうかがえる。す
なわち「73年に『環境保全規定』を定め，規制値や基準値が守られればよ
しとする，他律的な生産活動とは一線を画し（た）」，との自負から，同社の
先進的な産業環境倫理を読み取ることができよう。また，こうした理念から，
93年の「地球環境憲章」における行動指針において，「地球環境の保護，改
善に貢献する技術の研究開発を積極的に推進する」ことを掲げる先駆性が導
かれていよう。だが，70年代の環境エンジニアリング活動の担い手と90年
代の環境経営活動の担い手との間にどのような継承と発展，あるいは断絶と
変質が検出できるかについては，先の倉敷紡績の事例と同様に，依然，不明
なままである。同じく，90年代以降の環境技術革新と環境経営推進の相互
関係とその担い手であるETSの内実が，今後，明らかにされるべきであろ
う。
⑤小活
　ユニチカにおける自社の人材を活用した環境エンジニアリング事業による
ノウハウ蓄積とその販売を，先に見た同一・一一・部門に属する倉敷紡績と比較する
と，以下の特徴が見て取れよう。まず，ノウハウそれ自体の販売はユニチカ
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ではほとんど目指されておらず，その体化物である装置の販売に特化してい
る。次に，自社に蓄積された環境技術の開発力が，本業である繊維部門での
環境配慮商品の開発において発現するといったシナジー効果を生み出す事例
は，具体的には1991年の高微生物分解性の繊維や2000年代に入ってからの
キトサン繊維「キノケア」の開発に端的に見られる。こうした志向性は，倉
敷紡績に比して，ユニチカにやや強く表れているように思われるが，この点
にっいても今後の調査・検討を要する。ともあれ両社ともに，環境経営の導
入と浸透によって，公的な環境規制の未だ及ばない地球環境問題の技術的解
決策の模索へと方向づけられている。そのため，今後自らが開発・蓄積する
環境保全ノウハウそれ自体およびその体化商品を，いかにして販売へと連鎖
させるのかが課題となっており，こうした積極的な環境経営戦略に固有の困
難を，はっきりと自覚せざるを得ないことは確かである。
（3）環境エンジニアリング部門のノウハウ蓄積とその販売機能の子会社
　　への移管：株式会社クレハ（2007年度末：東証・大証一部上場／
　　資本金124．6億円／連結従業員3882人）の事例
　①企業および事業の概要
　株式会社クレハ（以下クレハと略す）は，1944年に呉羽紡績㈱より分離
独立して，呉羽化学工業㈱として設立された。53年の塩化ビニデリン樹脂
（現クレハロン事業部担当）の生産開始，60年の「クレラップ」（現家庭用
品事業部担当）の販売開始を経て，69年には炭素繊維「クレカ」（現炭素電
池材事業部担当）の販売が開始された。また77年の抗悪性腫瘍剤「クレス
チン」（現医薬品事業部担当）の販売開始，87年のエンジニアリング・プラ
スチック「フォートロンKPS」（現高機能材事業部担当）の販売開始，97
年の光学材料「ルミクルUCFD」（現高機能材事業部担当）の販売開始と，
ほぼ10年ごとに新規の事業領域を開拓してきた。さらに，以上の各商品の
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担当事業部に加え，2007年度時点において，同社設立以来の農薬および工
業薬品の製造・販売を主に担当する化学品事業部も置かれており6事業部体
制となっている。
　以上のように，表面的には，同社による炭素繊維の供給が浄水・廃水処理
やガス吸着および溶剤回収に利用される点以外に，環境経済との接点は少な
いように思われる。しかしながら，同社の設立以来の事業展開をたどれば，
以下のように，環境問題との格闘とその戦果を子会社に集約して，わが国の
産業社会全般における環境規制の導入・強化に適応してきた過程が読み取れ
よう。
　②環境装置エンジニアリング事業
　（i）参入契機
　社史『呉羽五十年史』と同社の「有価証券報告書」およびウェブサイトか
ら，環境問題と関連する事項を再構成し，表3「クレハにおける環境対策と
環境装置の製造・販売」にまとめた。表からわかるように同社の環境問題と
の格闘は，農薬の製造・販売事業において，1962年に主力商品の水田除草
剤PCP（ポリクロロフェノール）の魚毒性が社会問題化したことに端を発
している。それを契機に，類縁化合物から低毒性の除草剤を4種類開発する。
その後，69年には同社の扱う塩素系農薬BHCが，翌70年には同じく塩素
系農薬DDTが，政府による勧告を受けて製造中止に追い込まれる。そして，
71年にはPCPも製造中止となるが，同年，イモチ病殺菌剤「ラブサイド」
の製造を開始することで，ようやく農薬部門における売上高の対前年比の下
落率を23．0％にとどめることに成功する（呉羽化学，1995，p．333）。
　他方，環境装置エンジニアリング事業については，1964年に，いわき市
の錦工場で，一時休止していた自家発電を再開するため，第一発電所（2．4
万kw）を建設したことに端を発する。そして67年には，それに付帯する，
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表3　「クレハにおける環境対策と環境装置の製造・販売」
1964
1967
1968
1969
1972
1973
1978
1980
1984
1986
1987
1990
1993
1995
1998
2000
2003
2005
2006
・主力商品である水田用除草剤PCP（ポリクロロフェノール）の魚毒性が問題化し，
類縁化合物から低魚毒性の除草剤4種類を開発
・いわき市の錦工場に自家発電設備として第一発電所（2．4万KW）を建設
・亜硫酸ソーダ（曹）を用いた排煙脱硫装置の開発に着手
・第二発電所建設，操業開始
・第一発電所の発電所ボイラーに亜硫曹回収型の排煙脱硫装置を設置
・政府よりの勧告を受け塩素系農薬BHCの製造を中止
・第二発電所に亜硫曹回収型の排煙脱硫装置を設置
・政府よりの勧告を受け塩素系農薬DDTの製造を中止
・錦工場に環境管理室新設
・三井東圧化学㈱に亜硫曹回収型の排煙脱硫装置を販売
・PCPの製造中止
・呉羽梱包㈱（現㈱クレハ環境）設立
・呉羽化工機㈱（現㈱クレハエンジニァリング）設立
・甲南ユーティリティ㈱（蒸気・電力供給企業）に亜硫曹回収型排煙脱硫装置を販
冗
・本州製紙㈱釧路および十条製紙㈱石巻に亜硫曹回収型排煙脱硫装置を販売
・東北電力㈱新仙台に亜硫曹石膏型の排煙脱硫装置を販売
・十条製紙㈱勿来に亜硫曹回収型の排煙脱硫装置を販売
・四国電力㈱坂出に亜硫曹石膏型の排煙脱硫装置を販売
・電解ソーダの製法を水銀法から自社開発の隔膜法へと転換（水俣病発生に起因す
　る政府の「水銀対策推進会議」の転換要請（73）への対応）
・九州電力㈱豊前に亜硫曹石膏型のの排煙脱硫装置を販売
呉羽業務㈱（旧呉羽梱包㈱）が福島県産業廃棄物収集・運搬・処分業許可を取得
・東北電力㈱秋田に亜硫曹石膏型の排煙脱硫装置を販売
・九州電力㈱豊前に亜硫曹石膏型の排煙脱硫装置を販売
・東洋ゴム㈱仙台に有機酸石膏型の排煙脱硫装置を販売
・呉羽業務㈱を呉羽環境㈱に社名変更
・呉羽環境㈱，7号焼却炉を自社で開発・設置・稼働
・エンジニアリング・プラスチック販売開始
・東洋ゴム㈱仙台に有機酸石膏型の排煙脱硫装置を増設
・㈱クレハ分析センター（農薬・環境分析業務）を設立
・呉羽環境㈱8号焼却炉を自社で開発・設置・稼働
　「クレハ・レスポンシブル・ケア」（環境経営）の実施を宣言
・呉羽環境㈱7号焼却炉を自社で開発・改造
・同社ISO14001の認証取得
・呉羽環境㈱が呉羽化学工業の連結子会社となる
・呉羽環境㈱，土壌汚染対策法の指定調査機関の指定を受ける
・呉羽化学工業㈱から㈱クレハに社名変更
・呉羽環境㈱から㈱クレハ環境に社名変更
参考文献二呉羽化学工業株式会社（1995）『呉羽化学五十年史』／同社「有価証券報告書」（各年度）
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表4　「クレハの技術援助契約にみるエコ・ノウハウ販売（1970年代）」
1970
1971
1974
1975
1976
1979
・排煙脱硫技術のノウハウを三井東圧化学㈱に提供（契約期間10年）
・排煙脱硫技術のノウハウを甲南ユーティリティ㈱に提供（契約期間10年）
・亜硫曹石膏型の排煙脱硫設備に関する特許およびノウハウを川崎重工㈱に実施許
諾（契約期間5年）
・球状活性炭を利用した溶剤含有ガスの処理装置（ガスタック）に関する特許およ
びノウハウをダイキン工業㈱に実施許諾（1990／11／11まで）
・排煙脱硫技術に関する特許およびノウハウをドイツのLurgi　Umwelt　Chenotechnik
Gmbh社に実施許諾（1982まで）
・焼却炉および塩化水素ガス処理方法に関する特許およびノウハウを日本鋼管㈱に
実施許諾（契約期間7年）
・排煙脱硫技術に関する特許およびノウハウをアメリカのGeneral　Electric社に実
施許諾（契約期間10年）
資料：呉羽化学工業株式会社「有価証券報告書」（各年度）
亜硫酸ソーダ（亜硫曹）を用いた排煙脱硫装置の開発に着手する。その間の
66年には，第二発電所を建設・稼働させ，後に，同じく亜硫曹回収法によ
る排煙脱硫装置を設置している。こうした取り組みの背景として以下が指摘
できる。
　まず同社の所在するいわき市においては，臨海工業地帯の整備とともに，
66年，大気汚染に起因する稲の不稔現象「黒穂」による農業被害が農業者
に多大な打撃をあたえていたことが挙げられる。そのため，公害反対の市民
団体は70年度末には20数団体にまで増加した，と『いわき市史』は指摘し
ている（いわき市，1994，pp．712－715）。なお同社は70年7月，いわき市と
の間で公害防止協定を締結している。71年における錦工場での環境管理室
の新設は，こうした情勢を反映したものであった。
　　（ii）ノウハウの蓄積とその販売
　クレハは，以上の経緯で開発した亜硫曹回収型の排煙脱硫装置を，71年，
三井東圧化学㈱に販売したことを皮切りに，73年，甲南ユーティリティ㈱
に，74年，本州製紙㈱（釧路）と十条製紙㈱（石巻）に販売する。そして
同74年には，新たに，東北電力㈱向けに亜硫曹石膏型の同装置を開発・販
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売している。以降，75年には十条製紙㈱（勿来）に亜硫曹回収型の同装置
を，四国電力㈱（坂出）と同電力（新徳島）にそれぞれ亜硫曹石膏型の同装
置を販売している。77年，78年には同装置を九州電力㈱（豊前）と東北電
力㈱（秋田）に，80年には同じく同装置を九州電力㈱（豊前）に販売し，
東洋ゴム㈱（仙台）には有機酸石膏型の同装置を開発・販売している。なお，
東洋ゴムは10年後の90年に同装置を増設している（呉羽化学，1995，p。321）。
　以上の装置販売は当然開発費を回収して十分余りあるものと考えられる
が，クレハの開発利益は，こうした装置販売に限らない。「有価証券報告書」
の記載事項から構成した表4「クレハの技術援助契約にみるエコ・ノウハウ
販売（1970年代）」に示したように，上記の三井東圧化学および甲南ユーティ
リティーへの装置販売に先立って，同社は70年と71年に，両社にたいして
亜硫曹回収型の排煙脱硫ノウハウの販売を行っている。また，74年には亜
硫曹石膏型の排煙脱硫設備に関する特許およびノウハウの実施許諾契約を川
崎重工業㈱と締結している。こうした脱硫技術は，76年と79年には，ドイ
ッとアメリカの企業へも技術輸出されている。この間，同社は，球状活性炭
を利用した溶剤含有ガスの処理装置にっいてダイキン工業㈱と，焼却炉およ
び塩化水素ガス処理方法にっいて日本鋼管㈱と，それぞれ特許およびノウハ
ウの実施許諾契約を締結している。こうしたノウハウ販売の収入は，同社の
「有価証券報告書」において，営業外収益項目内の「技術料」として独自に
計上されている。それを73年度から82年度までの10年間にっいてみれば，
累積で約88．9億円の収益があったことになる。なお，この額は，この期間
の累積の経常利益696．8億円に対し，約12．8％を占めていたことになる。こ
こにこそ，ロイストンの「公害防止は儲かる」の真骨頂がある。ちなみにク
レハは，60年代後半以降から80年代にかけて，一度も経常利益と純利益に
おいて赤字化したことはない。
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　③スピンオフ子会社への環境事業の移管
　表3に戻れば，クレハは，上述の環境装置の製造・販売のために1972年
に呉羽化工機㈱を子会社として設立している。同社は2005年，㈱クレハエ
ンジニアリングに社名変更され，2007年度末には資本金2．4億円，従業員
373人を擁しており，浄水・廃水処理設備，溶剤回収・脱臭・ガス処理装置
（活性炭利用），廃棄物処理設備の設計・施工を事業領域としている。つまり，
クレハ本体のエンジニアリング事業部門をスピンオフさせて，環境装置と廃
棄物処理装置のエンジニアリング事業へと進出させている。
　他方で，2007年度末において，廃棄物の収集・運搬・処分，廃棄物焼却
施設などの環境関連施設の調査・設計・施工，廃棄物焼却施設の解体とその
際の環境修復事業（汚染土壌などの調査，撤去，処分）に携わる子会社，㈱
クレハ環境が，資本金2．4億円，社員224名を擁して存在する。こうした新
領域への進出の契機となったのが，1977年の呉羽業務㈱（71年設立の旧呉
羽梱包㈱が75年に社名変更）による福島県よりの専業廃棄物収集・運搬・
処分許可の取得であった。84年，同社は社名を呉羽環境㈱に変更し（さら
に2006年に現社名に変更），翌々86年には焼却炉を自社で開発・設置・稼
働させている。また90年にも新たな焼却炉を自社で開発・設置・稼働させ
ている。こうした自力開発の過程で蓄積した燃焼および汚染物除去のノウハ
ウは，自社に蓄積されるとともに関連する新規の環境保全事業領域でのノウ
ハウの販売に連動したと考えられる。そこには95年の「容器包装リサイク
ル法」の制定から始まり，2000年の「循環型社会形成推進基本法」の制定
を経て，2002年の「土壌汚染対策法」の制定に至る，一連の廃棄物行政の
進展（規制の拡大・強化）を的確にとらえる先見性が示唆されている。
　また，この先見性は，三っ目の環境関連の子会社㈱クレハ分析センター
（2007年度の資本金O．5億円／従業員127人）が，1990年に自然環境と農薬
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に関する科学的分析を業務として設立されたことからも見て取れる。既述の
ように，農薬の毒性と排煙脱硫の問題が，クレハ本体の60年代前期および
後期の環境関連事業への進出の契機であったことを想起させる。2007年度
時点では，以上の2分野に加え，理化学分析（燃焼試験），極微量分析（ダ
イオキシン・環境ホルモンの検出），アスベスト分析，生態影響試験（魚毒
性試験），微生物分析（食品の細菌汚染の検出），環境アセスメントなど幅広
い分野に事業領域を広げている。この背景にっいても，99年制定の「ダイ
オキシン類対策特別措置法」および「化学物質管理促進（PRTR）法」の制
定にいたるまでの，環境規制の拡大・強化とそれらに対応を迫られる各種産
業界における需要動向への俊敏な対応が見て取れる。こうした臨機応変な市
場適応に，子会社としての機動性が十分に発揮されているといえよう。なお，
90年代の前半期の大半，クレハの連結決算は経常利益と純利益において赤
字化したが，環境関連の子会社の経営との関連は不明である。
　また，こうした子会社への環境エンジニアリングと関連業務の全般的な移
管には，それらの採算性以外にも，課題が潜むようにも思われる。それぞれ
の子会社の分掌領域での環境関連イノベーションと本社の基幹商品群での環
境配慮の深化とを十分に媒介し，本業部門での環境配慮化商品の開発にフィー
ドバック効果をもたらす総体的な環境マネジメント機能を低めている，との
憶測をも可能にする。確かに同社の環境報告書に相当する2008年度の「レ
スポンシブル・ケア報告書」によればペットボトルのリサイクルを容易にす
る素材（ポリグリコール酸）の事業化を決定したとあるが，それと子会社で
のノウハウ蓄積との関連は不明であり，当然，本業での本格的な環境配慮商
品の開発・販売の成功例もほとんど報告されていない。
④小活
クレハにおける環境ノウハウの開発と販売にっいては，特にノウハウそれ
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自体（特許）の販売が，70年代に国内外で盛んに行われていた点に特徴が
ある。それが既述の2社の属する繊維業界とクレハの属する化学産業界の差
異に基づくものであるとは，現時点で判断できない。しかし，ノウハウ自体
の販売が，ノウハウを体化した装置の製造・販売の競争上あるいは経営全体
としての財務上，積極的に貢献していることは確かである。また，環境装置
エンジニアリング部門と廃棄物処理部門および環境分析部門の各環境事業領
域でのスピンオフ子会社は，それぞれの領域での公的な，あるいは各産業界
単位での自主的な環境規制の拡大・強化への俊敏な対応を可能にしていると
思われる。ここにも，クレハの環境関連事業のスピンオフ戦略の，際立った
独自性が表れている。
（4）環境エンジニアリング企業への脱皮と飛躍のための環境保全ノウハ
　　ウ売買：株式会社タクマ（2007年度末：東証・大証一部上場／資
　　本金133．7億円／連結従業員3238人）の事例
　①企業および事業概要
　1938年に創業者・田熊常吉がボイラの製造・販売を目的として，田熊汽
罐製造株式会社を尼崎市に設立して以来，第二次世界大戦後も，同社は一貫
してこの事業分野にとどまった。ウェブサイトの会社概要には，1958年に
「ごみ焼却プラントや水処理プラント等の環境設備部門に進出」とあり，ま
た61年度上期の「有価証券報告書」における事業内容欄の主要品目には
「塵芥焼却炉並びに付帯工事」と明記されている（9）。58年の先行的な当該分
野への進出が，後に株主総会などを通じて，オーソライズされたと考えられ
る。以降，60－70年代に環境部門を拡張して，ボイラ製造業者から環境エン
ジニアリング企業への脱皮をはかり，80年代以降はリサイクル技術をもっ
て資源・エネルギーの有効利用分野へと進出し，21世紀を迎えている。
2007年度時点での事業領域は，民生熱エネルギー事業（ボイラおよび夕一
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ビン分野）と環境エネルギー事業（廃棄物処理関連プラント，水処理関連プ
ラントおよびバイオマス関連プラント）から構成されており，前者の販売額
（総売上構成比率）は204．4億円（19．4％），後者の販売額（総売上構成比率）
は711．6億円（67．4％）で（1°），後者の事業分野における国内外の売上比率は，
ほぼ7対3の割合となっている。
　②環境装置エンジニアリング事業
　（i）参入契機
　同社におけるボイラ製造業から環境エンジニアリング企業への脱皮とその
後の飛躍的な事業領域の拡大を，それを技術的・財政的に支えた環境分野で
のノウハウ売買の動向とともに，1961年度上期以降70年代前半期までにっ
いてまとめた。それが表5「タクマの環境事業領域の拡大とエコ・ノウハウ
の売買」である。以下，同表を補完しつつ，同社の成長を跡づけてみる。
　同社は，61年度上期に大阪市より塵芥焼却炉3基を受注している。また
「有価証券報告書」において，62年度上期には，水処理部門の主要商品とし
て軟水装置，純水装置，産業用給排水装置，下水処理装置，し尿処理装置が
具体的に挙げられている。そして，この期には京都市役所より，塵芥焼却炉
2基を受注している。他方，62年度下期には，主要品目として新たに集塵
装置が加わり，江商㈱との間で，日本住宅公団の東久留米の公務員宿舎に向
けた汚水処理装置にっいて，納入契約を結んでいる。さらに同期には，アメ
リカのウォーカー社との間で，上下水道処理と給排水処理の装置にっいて，
技術導入契約（期間10年）を締結している。そして63年度上期には，早速，
「田熊・ウォーカー式し尿処理装置」を開発し，宮崎市より受注している。
さらに同期には，オーストリアのワーグナーピロ社と集塵装置にっいての技
術導入契約（期間17年）を締結している（「有価証券報告書」各年度）。
　ゴミ処理やし尿処理の分野へ進出した背景として，国民の消費生活の高度
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衷5　「タクマの環境事業領域の拡大とエコ・ノウハウの売買」
1964下
1965下
1967上
1968下
1969下
1971下
1972上
・「有価証券報告書」事業内容欄の主要品目に塵芥焼却炉装置並びに付帯工事と明記
・大阪市より塵芥焼却炉3基受注
　「報告書」の事業内容欄の種目に水処理・塵芥焼却炉と記載し，前者の主要品目
に軟水装置，純水装置，産業用給排水装置，下水処理装置，し尿処理装置を挙げる
・京都市役所より塵芥焼却炉2基受注
　「報告書」の主要品目に集塵装置が加わる
・アメリカのウォーカー社と上下水処理装置と給排水処理装置について技術導入契
約を締結（期間10年）
・宮崎市役所より田熊ウォーカー式し尿処理装置を受注（以降多数の市町村より同
措置を受注）
・オーストリアのワーグナーピロ社と集塵装置について技術導入契約を締結（期間
17年）
・江商㈱と日本住宅公団東久留米公務員宿舎向け汚水処理装置について販売契約
・岡山県西部衛生組合より消化槽式し尿処理装置を受注
・大分市役所ほか2市役所より計6基の塵芥焼却炉を受注
・日本住宅公団けやき台団地向け7500人用下水処理装置を受注
・東邦亜鉛株より自家発電装置付きボイラを受注
・豊田通商㈱よりトヨタ自動車電着塗装廃水処理装置を受注
・イギリスのノーステル社とボーチアス式汚泥熱処理装置にっいて技術導入契約を
締結（期間15年）
・東洋工業㈱より特殊排水処理装置を受注
　「報告書」事業内容欄の主要品目に騒音防止装置，産業廃棄物処理装置，汚泥処
理装置が加わる
・大阪市住吉処理場よりホーチャス式下水処理設備を受注
・イギリスのウエスト社およびオーストラリアのマーウエイト社と塵芥焼却プラン
　ト技術を供与する契約を締結（前者；期間10年，後者：期間5年）
・トヨタ通商㈱よりトヨタ自工向け汚泥焼却装置を受注
・ドイッのマシーネン社とバグフィルターおよび湿式・乾式電気集塵装置にっいて
技術導入契約を締結（期間12．9年）
・丸紅㈱より興亜工業㈱向けの亜硫酸ソーダ方式の製紙廃液処理プラントを受注
・日綿実業㈱より赤穂海水化学㈱向けの排煙脱硫装置を受注
・愛知県庁より名古屋地区環境保全センター向け廃油系汚泥処理施設を受注
参考文献：株式会社タクマ（1989）『タクマ50年史』／同社「有価証券報告書」（各年度）
化と都市部での人口増大により，従来型の埋め立て処分や汲み取り処分では
処理できないほどの過剰な廃棄物を，自治体が抱えるにいたったことが指摘
できる。特に当初からの技術輸入に着目すれば，し尿処理や集塵装置といっ
た新領域について，それまで国内では十分なノウハウの開発や蓄積がなかっ
たことが推察できる。
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　（ii）ノウハウの輸出入による成長
　65年以降は，公団や自治体から比較的規模の大きい環境衛生装置を受注
しっっ，トヨタの系列会社や東洋工業㈱など民間からの排水処理装置の受注
が始まる。67年の公害対策基本法の制定後，全国的な環境規制の制定・強
化が予測される中で，68年にはイギリスのノーステル社と汚泥熱処理装置
にっいての技術導入契約（期間15年）を締結した。そして翌69年下期には
「有価証券報告書」上の事業内容として，騒音防止装置，産業廃棄物処理装
置の製造・販売を追加し，さっそく汚泥処理装置の製造・販売を後者に加え
ることになる。そして他方で，70年度下期には，イギリスのウエスト社お
よびオーストラリアのマーウエイト社との間に，自社独自の塵芥焼却プラン
ト技術にっいて供与契約を締結する（前者の期間は10年，後者は5年）。そ
の背景として，両国においてゴミの埋あ立て処分が制度的・経済的な限界に
到達しっっあったことが推察できる。
　その後，70年代の前半は自社開発技術と輸入技術によって，官公需要と
民間需要に対応しっっ，主に欧州から，集塵，ごみ輸送，浄水の新技術を導
入する。表への記載はないが，続く70年代後半期にはアメリカの3社から
廃水処理，し尿処理，燃焼炉の技術を，スイスから汚泥処理脱水技術を導入
している。そしてイタリアのフラテック社との間では，同社の資源回収シス
テムと自社のごみ焼却プラント技術にっいて，相互間の技術供与契約を締結
している。
　③資源・エネルギー有効利用分野への進出と海外進出
　1982年度の「有価証券報告書」の事業内容には，取扱商品として，汚泥
堆肥化プラント，畜産廃棄物堆肥化プラント，汚泥消化ガス発電システムと
いった，リサイクルによる資源・エネルギー有効利用の新分野が追加され，
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グラフ　「タクマの設備。機器の販売実績」
　　　　　　　　　　　■環境設備販売実績
　　　　　　　　　　　團機械設備（ボイラ他）販売実績
　　　　1　40，000
　　　　1　20，000
　　　　100，000
　　　　80，000
百万円
　　　　60，000
　　　　40．000
　　　　20，000
　　　　　　0
8　｝ミ　1ミ　8　8
9　9　9　9　9
89 8　8　89　R　R　年度
資料：株式会社タクマ「有価証券報告書」（各年度）
（注）環境設備の売上は，2000年の935．0億円，2001年の1，235．0億円，2002年の1，075，0億円，
　　2003年の483．0億円，2004年461．O億円，2005年388，0億円へと推移した。2006年からの
　　事業分類の見直しは，旧分類が，リサイクル・エネルギー分野を環境設備に分類していない
　　ことから03年以降に生じた同設備販売実績の激減を修正し「環境のタクマ」のイメージの
　　悪化を緩和しようとしてなされた。
さらには有毒ガス除去やダスト固化処理といったより高度化された技術が加
えられる。また同年，伊藤忠アメリカ社に都市型固形廃棄物利用のエネルギー
回収システムを提供（期間15年）する。そして，これを契機に，北米のご
み焼却プラント市場への進出を図ることになる。
　他方で86年には「有価証券報告書」の事業内容欄に，取扱商品として，
コージェネレーション・システムとヒートポンプを加え，88年には両シス
テムの実用化に成功する。そして翌89年には，下水汚泥の嫌気性消化によ
るメタンガス資源化装置を商品化することで，ますます，資源・エネルギー
有効利用型装置の開発・普及への傾斜を深めていく。なお80年代の同社の
事業展開で特筆すべきは，87年の中華民国台北市に現地法人を設立したこ
とである。これは，台湾市場のみならず中国市場での環境装置への需要拡大
を見越したものであり，後に，93年における台湾プラスチック社へのごみ
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焼却プラントの技術供与と96年の台北支店設置に連なる布石であった。
　タクマの90年代は，一方では，93年度における上述の台湾への技術供与
に加えて，同年度の韓国のサムソン・エンジニアリング社への産業廃棄物処
理プラントの技術供与と韓国空港業者への都市ごみ処理プラントの技術供与
とに見られる，対アジア販売戦略によって特徴づけられる。また他方では，
欧米の同業者および国内の大手同業者からの積極的な技術導入によっても特
徴づけられる。これらの大半は，自社技術の補強や高度化を目的としたもの
であり，先行する欧州のバイオ技術の摂取を目指したものであった。また，
この種の輸入によるノウハウの蓄積は，98年以降から今世紀初頭にかけて
のプラズマ利用やバイオ利用のプラントおよび商品の開発基盤となっている。
ここから，90年代の積極的な内外からの先端的かっ高度な環境保全技術の
導入を基礎に，自社で応用を加えて商品化し，「次世代型」や「高効率」の
システムの開発がおこなわれたことが見てとれる。さらに，この間の特筆す
べき事項は，2003年に中国から都市ごみ焼却プラントを受注したことであ
ろう。
　いずれにしても，グラフ「タクマの設備・機器の販売実績」から読み取れ
るように，2000年度の突出した業績を例外として，75年の環境エンジニア
リング企業への完全脱皮（販売実績の逆転）以降，国内および国外の同業種
および異業種の他社との間でのノウハウ売買を通じて，環境保全技術の高度
化・精緻化により新規需要あるいは更新需要に対応してきた。さらに，この
間，省資源・省エネルギーを促す環境規制が新たに要請される国内外の産業
部門における創出需要に着実に対応することで，2000年まで販売実績上の
成長を続けてきている。なお，2005年度は，2003年度以降の売上高の低迷
下で，例外的に黒字化した時期にあたる。同社は78，79年度にそれぞれ約
2．5億円と約10．9億円の純損失を計上し，90年度の約8．0億円の純損失によ
り以後3期，無配当に転落している。とはいえ2000年代初頭まで，総体と
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しては成長軌道を着実に歩んでいるといえよう。
　④小活
　タクマの事例から浮かび上がるのは，環境保全ノウハウそれ自体の売り手
および買い手としての大手の環境エンジニアリング専業企業という像である。
この種の企業への脱皮過程あるは環境保全技術のキャッチアップ過程では，
環境保全の先進国，つまり既に先駆的に公的諸規制を導入している欧米の先
進国から技術導入がなされる。また，独自に開発したノウハウを，国内外に
おいて，他社の開発したノウハウと相互に提供しあう場合も生じている。そ
して，蓄積されたノウハウそれ自体とその体化装置の販売実績をもとに，途
上国あるいは未規制国へと技術を移転する傾向もはっきりと表れている。環
境エンジニアリング企業にとって，新規の公的規制の導入，あるいはその兆
候こそが成長の原動力であった。そして，80年代以降は，政府による直接
的な規制の導入こそ少ないものの，化石燃料資源の制約性や地球環境問題へ
の企業の自発的対応を背景に，「公害防止は儲かる」から，さらに「省資源・
省エネルギーとリサイクルエネルギーの開発・利用は儲かる」への業態変化
の不可避性を体現している。こうした点で省資源と省エネルギーといった
「無限への挑戦」が，同社を含む環境エンジニアリング部門の永遠の原動力
となっている。
5．考察
（1）事例研究の成果
　①ロストン仮説の検証：主要課題の解明
　ロイストン仮説の検証を主目的とした以上のわが国企業の事例分析によっ
て，以下が明らかになった。まず，ポーターらの主張する「イノベーション・
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オフセット」（「規制から被る不利益のイノベーションによる相殺」）説が見
落としている，原初的であり，かつ短期的一中期的な「イノベーション・オ
フセット」の形態が，まさしくロイストンが指摘していたとおり，ノウハウ
販売に他ならないことである。すなわち，まず，被環境規制企業において，
独自の環境保全エンジニアリング活動により，自社で規制対応装置・機器の
設計・施工・稼働・保守を行う。そして，そこで蓄積されたノウハウを，短
期的一中期的に，同業種あるいは異業種の他企業向けに，ノウハウそれ自体
およびそれを体化した装置・機器として販売することが基本的な相殺方法，
すなわち「儲け方」であった。このことが，以上の事例群で，実証されたと
いえよう。つまりロイストンの3P仮説は，60年代後半から70年代のわが
国の紡績業2社と化学産業および環境装置産業からの各1社の事例群におい
て実証されたのである。しかしながら，わが国の事例群においては，ロイス
トン自身が展望した，末端処理技術に優越する統合的なクリーン技術ではな
く，素朴な前者のノウハウとその体化装置の販売が主になされ，短期的一中
期的に開発費および投下資本を回収しっっ，「儲け」をも実現したのが実態
であった。
　ここで具体的に明らかになったことは，敷街すれば以下である。1960年
代後半から70年代にかけて，わが国では，環境規制（大気汚染規制，水質
汚濁規制，農用地土壌汚染規制，騒音・振動規制など）を適用された繊維産
業や化学産業において，一部の企業（特に，本業の停滞により多角化経営を
模索中ゆえに相対的に積極的なリスク・テイカーであった企業）の内部で，
それまでに本業の生産装置のエンジニアリング過程で蓄積された技術上のノ
ウハウと既存の人的資源を活用して，末端処理目的の環境保全装置・機器を
設計・製造・設置・稼働させた。そして，この過程で新たに開発し蓄積した
ノウハウを，それ自体を特許として，あるいはそれを体化させた装置・機器
として，同じく公的環境規制に直面した同業種および異業種の他社に販売す
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ることで，短期的一中期的に利益を実現することが可能となり，また，こう
した事業を専業とする環境装置産業も形成された。企業内に環境エンジニア
リング担当部署が形成された場合であれ，専業化した環境装置産業であれ，
ロイストンが指摘しているように，社内のマーケティング部門および営業部
門のみならず，企画部門や財務部門との協働関係を創出したと考えられる。
結論としていえば，自然環境を節約的に利用するために大気や水の汚染を緩
和するノウハウと装置を開発し，市場を介してその利用をいっそう普及させ
た。そして，こうした環境経済を始動させる過程に即した理論として，ロイ
ストン仮説が，上記の事例群において「前期的」ETSが担った実践活動
（ノウハウの開発・普及）の成果によって検証されたのである。
　しかしながら，わが国においては，おそらくロイストンが調査・分析した
欧米の先進的企業の環境対応と異なり，こうした企業内での「前期的」ETS
の相互連携が自然発生的に環境マネジメント部門の形成を促すことはなかっ
た。実際に欧米では，70年代末から80年代にかけて廃棄物処理や土壌汚染
といった新たな環境問題への規制強化が，従来の環境規制に加重されるとい
う，独自の文脈から環境マネジメント・システムが構築された。そして90
年代になって，地球規模の環境問題への警鐘とともに，わが国にこうした制
度が「輸入」されたと考えられる。この点の詳細にっいて，既に筆者は中間
報告的な研究成果を公表しているが（大森，1995参照），今後も検討を継続
する必要がある。
　②「前期的」ETSの検出：副次的課題の解明
　ともあれ倉敷紡績では，公害研究所，施設部，加工部，工場が一体となっ
た排水問題対策のプロジェクト・チームが，1967年の公害防止制度の根幹
（基本法）の構築に先立って結成され，70年には独自の排煙脱硫装置を開発
していた。そして翌71年，部長以下5名によるエンジニアリング事業部の
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立ち上げがなされ，当該装置の開発者6名が社長より表彰された。他方，ユ
ニチカでも，70年の6月に16名でエンジニアリング事業部が発足し，同年
8月にはエンジニァリング関係子会社が設立されている。またクレハにおい
ても，60年代末，自社の発電装置の公害対策において排煙脱硫技術を開発
し，70年代初頭から，そのノウハウ蓄積と体化装置の製造・販売を行い，
その機能を後に子会社にゆだねている。こうした初期の環境エンジニアリン
グ担当者の集団は，技術者および研究者の組織とみなしてよく，その上層部
は，ガルブレイス的な意味でのTSの構成員とほぼ重複すると思われる。彼
らが新たに環境保全分野での業務に取り組む際には，先に述べたような従来
型のTSのメンタリティを具備した「前期的」ETSであり，高度経済成長
の負の側面である環境破壊の原因者としての反省を，いまだ十分に内面化し，
産業環境倫理を具備してはいなかったであろう。とはいえ，彼らこそが，公
的および私的な研究機関（大学を含む）からの直接的な技術支援や既存のエ
ンジニアリング企業からの技術協力をほとんど得ることなく，自力でエコ・
イノベーションを遂行したのである。そして，その機能を企業内組織として，
あるいは子会社として拡充しっつ定着させたのである。
　後にわが国では，90年代の環境マネジメントの「輸入」において，たと
えば，91年の経団連の「地球環境憲章」3－（3）において，「公的規制基
準を超えて，必要に応じて自主基準を策定して環境保全にっとめる」と宣言
されたことを契機に，初あて産業環境倫理は，「本来的」なETSが担うべき
課題となったと考えてよい。しかしながら，既述のように，ユニチカにおい
て，早くも73年の「環境保全規定」で，既に「規制値や基準値が守られれ
ばよしとする，他律的な生産活動とは一線を画しました」と表明されていた
ことを見逃すこともできない。「前期的」ETSの一部において，既に産業環
境倫理の内面化が進行していた可能性も否定できない。
　他方クレハの子会社において，㈱クレハエンジニアリングは，2007年度
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末に従業員373人を擁しており，同年度末には同じく子会社の㈱クレハ環境
においても224人が，㈱クレハ分析センターにおいても127人が，雇用され
ている。これらの環境問題の解決に携わる企業の構成員すべてがETSでは
ない。これらの企業におけるTS層がETSに相当すると考えるべきだろう。
同じく環境エンジニアリングを本業とするタクマに勤務し，エネルギー・環
境事業に携わるTS層にっいても，　ETSであるとみなしてよいだろう。環
境保全にかかわる技術者や研究者に限らず，タクマでも，環境マネジメント，
環境会計，環境マーケティング，環境法務などの，さまざまな環境関連分野
における経営参画者や技術者や専門家および彼らの予備軍がETSに含まれ
よう。今世紀の環境保全を担う彼らが，70年代に形成された「前期的」ETS
とその内面性においてどのように異なるかは，残念ながら，本稿では検討さ
れていない。しかしながら，少なくとも以上の事例研究から，「前期的」
ETSが，その内面の環境保全志向における未成熟を伴いながらであっても，
環境エンジニアリングに携わる部門や企業の上層部に形成されたといえよう。
（2）ETSに関する派生的な課題群の導出：今後の研究課題
　以上の事例研究では，今後とも検討されるべき派生的な課題が多く残され
ている。こうした課題群は，以下のように整理されよう。
　①ETSとTSにおける内実（環境保全意識）の異同
　「前期的」および「本来的」ETSの経歴や専門分野といった属性につい
ては，取締役層に限り，「有価証券報告書」や『社史』などから，ある程度
はわかる。しかしながら，彼らの内実，っまり環境と経済をめぐるイデオロ
ギーや環境保全志向にっいては，調査票調査やインタビュー調査から得られ
るデータの分析と検討を要する。また「前期的」および「本来的」ETSは
取締役を頂点として，その裾野はかなり広く存在し，エンジニアリング部門
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および研究所内の環境保全技術の専門家以外にも，環境問題に関連する部署
内，たとえば環境マネジメント部内の環境会計，環境法務などの専門家や，
企画部，マーケティング部，経理部，法務部内で環境関連業務を遂行する集
団の責任者をも含むであろう。こうした多数の環境経営参画者や技術者や専
門家の経歴や専門分野，さらには環境保全意識についても，調査票調査やグ
ループあるいは個別のインタビュー調査が必要となろう。そして，一般の
TSを対象とする同一の調査の結果との比較によって，　TSとETS両者の経
歴，専門分野，環境保全に関するイデオロギーや意識にっいての同一性ある
いは差異の検出が可能となろう。なお，こうした調査・研究においては，対
象となるETSとTSを世代区分して比較検討する必要もあろう。70年代，
80年代，90年代，2000年代の各年代の典型的なETSに経歴，専門分野，
環境保全イデオロギーや意識にっいて，どのような差異があり，それが如何
なる環境問題のこの間の発現形態上の変化や環境政策の進展に起因するかの
関連づけが必要となろう。
　また主に70年代に企業内で「前期的」な存在として現れたETSと80年
代以降に彼らの影響下で自己を形成したであろうETS，さらには80年代以
降に現れた環境起業家との内面性における差異の検討も要請される。たとえ
ば「前期的」ETSは，制度的与件の変化に適応したに過ぎず，従来のTS
と明確に区別されず，TSの抱く成長優先の産業主義の亜種としてエコ・イ
ンダストリアリズム（環境産業主義：環境保全技術開発の推進が主導する問
題解決を選好するイデオロギー）を抱懐しているに過ぎない，といった仮説
をも導きうる。これに対して，80年代以降の環境起業家と90年代以降の
ETSは，明らかにエートスと事業領域の選定において，環境産業主義を乗
り越える独自の環境保全志向のイデオロギーや産業環境倫理とそれらに基づ
く代替的な技術論を携えている，とみなす見解もありうる。こうした論点も
また重要な検討課題になる。
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　②環境マネジメント組織の形成前後における理工学系ETSと社会科学系
　　ETSの異同
　1960年代後半以降のわが国における環境諸規制の制度化を受け，環境問
題に応用可能なノウハウを有するTSがエンジニアリング部門内へと動員さ
れて，環境制御ノウハウとその体化装置が開発された。そして，ノウハウそ
れ自体とその体化装置が販売され，3P仮説がそうした彼らの実践によって
実証された。このような過程では，環境エンジニアリング部門を理工学系の
TSが主導しっっ，自己を「本来的」ETSへと陶冶する環境保全志向の構成
員が輩出したかもしれない。他方，こうしたノウハウ・装置の販売活動に際
して，旧来的な社会科学系のTSは，当時，わずかしか動員されなかったと
推察できる。なぜならば，こうした生産過程でのエコ・ノウハウそれ自体と
それが商品化された公害防止装置の買い手もまた，主として公的な環境規制
への即時的な対応を要請されている同業種および異業種のエンジニアリング
部門の技術者であったからである。また社会科学系のTSがこうした売買過
程に関与したとしても，担当者には，環境保全意識の内面化や今後の環境政
策の進展と環境保全装置市場の動向に対する独自の見通しも必要とされなかっ
たと推察できる。なぜならば，70年代当時の高等教育機関において，環境
保全にかかわる人文諸科学（環境哲学，環境倫理学，環境教育学など）や社
会諸科学（環境法学，環境経済学，環境社会学，環境経営学［環境会計，環
境監査論を含む］など）を学んだTSはほとんど存在していない。実際に大
学などでも，それらのカリキュラム化は，ほとんど進展していなかったから
である。80年代になって，ようやく高等教育機関で環境社会諸科学がカリ
キュラム化されはじめても，そうした教育を受けた新卒者が，環境問題をめ
ぐる企業経営上の諸決定へ関与しうるまでの道は狭く長く，わが国では新世
紀まで待たねばならなかったと考えられる。
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　しかしながら，倉敷紡績の2008年度の「環境レポート」からは，同社が
本業の繊維部門で，生産過程での二酸化炭素の削減を実現した商品（クレシ
ァおよびグリーンプラン）やリサイクル資源利用商品（ペットボトルのリサ
イクル繊維など）を製造・販売していることがわかった。さらには生産過程
で有害化学物質を排除した商品（塩素・苛性ソーダ・ホルマリンを利用しな
い商品）をも製造・販売している。こうした商品の開発には，研究開発部門
やエンジニアリング部門以外に，環境問題に関し社会科学的な専門知識を有
する商品企画，マーケティング，営業，各部門の「本来的」ETSが動員さ
れねばならなかったであろう。また場合によっては，こうした社会科学系の
「本来的」ETSが，研究開発部門やエンジニアリング部門を先導した場合も
考えられよう。いずれにしても，そこではエコ・インダストリアリズムとエ
コ・マネジメンタリズム（環境マネジメントの強化が主導する問題解決を選
好するイデオロギー）の統合あるいは相克の過程が顕在化すると思われる。
　例えば，倉敷紡績の場合，1994年の環境委員会の設置，97年の環境監査
の開始，2002年の環境会計の導入は，一種の「組織上のエコ・イノベーショ
ン」であり，本業において新規の繊維素材を供給する「製品エコ・イノベー
ション」を主導したと推察できる。また，竹やハーブを原料とした繊維や有
機綿による製品の開発は，「資源調達先のイノベーション」を伴ったと考え
られる。なお，こうした商品の販売先を開発する「販路のイノベーション」
にも連動したと思われる。ここにも商品企画やマーケティング部門の先導性
が示唆されている。さらに，同じく，ユニチカも既述の再生可能の植物由来
プラスチック以外に，ペットボトルをリサイクルした繊維を製造し，天然素
材繊維をも扱っており，クレハでも同様な素材開発をおこなっていることを
付言しておく。
　ところで，こうした90年代以降の本業における製品エコ・イノベーショ
ンについては，ノウハウそのものの販売による短期的一中期的な「イノベー
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ション・オフセット」が，全く不可能であるとは言えない。とはいえ，その
体化物である製品の販売による「イノベーション・オフセット」は，たとえ
可能であっても，比較的長期にわたると考えられる。この点で，ポーターら
が想定した「イノベーション・オフセット」は短期的一中期的な不確実性を
伴うことになる。それゆえにこそ，彼らは「諸規制が適切に設計」されてい
なければならないと主張したのであろうω。また一般に，組織資源調達先，
および販路の各々のエコ・イノベーションに関しても，ノウハウそのものの
販売には困難を伴い，ノウハウが体化物として商品形態をとらない場合には，
販売は不可能と思われる。
　③ETSの社会的な再生産過程の解明
　1980年代以降，環境エンジニアリング部門および研究開発部門において，
理工学系の「本来的」ETSがどのように，企業内のOJTによって「前期的」
ETSの影響下で再生産されてきたかにっいて，今後の研究が要請される。
次に，同じく90年代以降，理工学系の「本来的」ETSが，大学などの環境
保全志向の研究室において，社会科学的な認識をも含めて，どのように陶冶
されて，企業の環境エンジニアリング部門や研究開発部門に供給されてきた
のか。こうした論点も解明されなければならない。他方，1980年代以前に
おいて，どのように社会科学系の「前期的」あるいは「本来的」ETSが企
業内で自己を形成し，あるいは養成されてきたのか，それとも養成されなかっ
たのか。この点も解明されなければならない。自己形成された場合，自らを
ETSとして確立する際に，何らかの形ですでに高等教育の場で内面化され
ていた環境保全志向のイデオロギーやエートスの内実が解明されるべきであ
り，企業内で養成された場合，ETSを養成する企業側のエートス（環境経
済騎士道），あるいは環境志向性の実態が明らかにされる必要がある。いず
れにしても，この領域の研究は，産業社会学や産業心理学や教育社会学など
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の領域の研究者との共同研究を必要とするであろう。
6．おわりにかえて
　はじめに述べたように，本研究は，地域規模から地球規模におよぶ環境諸
問題にかかわる多様なステークホルダーの環境経済観（環境経済工一トス）
を起点とし，彼らの相互関係から構築される自主協定から地方一中央政府の
法規や国際条約にいたる総体的な環境経済制度の1960年代以降の形成とそ
の不可逆的な変革過程を対象とする長期的・包括的な研究計画の出発点と位
置づけられている。そして，ここでは上述のように，ロイストンの3P仮説
の検証，すなわち「公害防止は儲かる」状況の現出を，わが国の複数企業の
事例，っまり1960年代後半以降，公害防止のノウハウそれ自体とそれが体
化された装置の販売で自己の公害防止投資を回収し，さらには経済的余剰を
も実現した事例群によって，実証するべく試みた。またこの実証過程で検出
した，このような環境経済が始動する一連の局面を担った，環境経営上の集
団的な意思決定への関与者を「前期的」ETSとして特徴づけた。こうした
成果を，改めて，事例研究の対象企業に対して，訪問聞き取り調査の過程で
投げ返し，より具体的な情報を得て補強することが，当面の追加作業として
残されている。
　また，以上の成果は，次のような補足的作業により，いっそう堅固に支持
されよう。まず，ロイストンが自己の仮説を導いた欧米の先進的な大企業に
おける環境保全ノウハウとその体化物の販売実績を検証する作業が求められ
る。しかしながら，その作業の生産性は乏しいと思われる。むしろ，わが国
の本田技研工業㈱が，1972年，アメリカのマスキー法による自動車への排
気ガス規制をCVCCエンジンの開発でクリアした過程とそれ以降を対象と
して，ロイストン仮説の検証とこうしたエコ・イノベーションを担った
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ETSの検出および特徴づけを試みるべきであろう。そして，こうした先例
からは，技術に関して，デファクト・スタンダード化をめぐる激しい競争が
グローバルに存在し，トップランナー方式の関接規制（本邦の1999年の改
正省エネルギー法では既に採用されている）のドメスティックな導入を当局
が示唆する場合，規制が「適切に設計」されなくとも，ガルブレイスのいう
「技術的優位性」を追求する個別企業の先行的な適応努力によって，かえっ
て環境保全志向の技術革新が促される傾向が見いだせよう。とはいえ，本田
技研のこうした技術革新を担ったETSも対症療法的な「前期的」な性格を
免れないであろう。むしろ，同社の1990年代以降の自動車エンジンに関す
る多様なエコ・イノベーション（脱石油と燃焼効率の改善による二酸化炭素
排出抑制）とその担い手の内実を明らかにすることで，「本来的」ETSが
「前期的」な性格を克服しっつ形成される過程が解明されよう。同様に，環
境マネジメント・システムの「輸入」がなされた1990年代以降，耐久消費
財としての事務機器，建造物（住宅），電気機器などの製造業者による，そ
れらの利用時における環境負荷の削減を模索する過程が，同じく「本来的」
ETSによって担われたと推察できる。今後の研究は，派生的な課題として
以上に挙げた諸論点を，今挙げた各業界の主要企業を対象とした文献調査と
訪問聞き取り調査により，解明するものとなろう。
付記
　本稿は，2007年度の明治大学政治経済学部における筆者による演習授業
（環境経済学）の受講生，外川滋一君の卒業論文「Making　Environmental
Frontrunner」の作成指導の過程でなされた，同君と筆者の議論から多くの
示唆を得ている。また，以上に取りあげた企業の選定や関連する資料（『社
史』や自治体の『市史』など）の探索などについても協力してもらった。記
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して感謝したい。
　　　　　　　　　　　　　　　　《注》
（1）　この仮説を提起した1979年時点でのロイストン（博士）の肩書は，「国際マ
　　ネジメント教育のための環境管理学センター（ジュネーブ）」所属となってい
　　た。また，ロイストンの盟友とでもいうべき，英国の環境経営コンサルタント，
　　ジョン・エルキントン（1983年設立のサステイナビリティー社の創業者）によ
　　れば，ロイストンは2004年9月7日に亡くなっている。二人の出会いは1977
　　年であり，以後多くのビジネススクールで互いに講師として会い，共に，経営
　　者層への3P概念の普及に努めてきたと，エルキントンは追想している（同社
　　ウェブサイト参照）。
（2）　ここでは，シュンペータが『経済発展の理論』第2章「経済発展の根本現象」
　　で展開した，「新規な財」，「新規な生産方法」，「新規な販路」，「新規な原材料
　　の供給源」，「新規な独占志向的組織」，これら5っの開発をイノベーション
　　（新結合）とみなした立場を継承する。よって，ここで着目する公害防止装置
　　は，開発・導入企業自身にとっては環境保全的な「新規な生産方法」っまりプ
　　ロセス・イノベーションの成果であり，その体化物は市場において「新規な財」
　　っまりプロダクト・イノベーションの成果物とみなされる。
（3）　スウェーデンの環境経済学者のS6derbaum（2000）「エコロジー経済学』の
　　Chapter　4．5と同著者（2008）「持続可能性の経済学を理解する』のChapter
　　3．4では，制度主義からのエコロジー経済学，あるいは持続可能性の経済学へ
　　のアプローチにおいては，多様なステークホルダーが抱く環境と経済をめぐる
　　イデオロギーへの着目が不可欠であるとの見解が示されている。
（4）筆者は，かって明治大学大学院の特別公開講座『環境と市民生活』において
　　「環境ビジネスの社会的可能性」と題する講演を行った。そこでは，現代の環
　　境ビジネスの担い手の参入動機に関するヒアリング調査から，「人類が一秒で
　　も長く豊かに生存できるため」という回答を得たことにっいて，「環境騎士道
　　精神」発露であると積極的に評価した。なお，この用語は，A，マーシャルの
　　1907年の講演記録「経済騎士道の社会的可能性」に基づく造語である。大森
　　（1999）「環境ビジネスの社会的可能性」『特別公開講座講演集：環境と市民』
　　（明治大学大学院）を参照されたい。
（5）まずロイストンは，参考にしたOECD文献として，1972年の「環境経済学
　　の諸問題」と「UK，　US，日本における費用便益分析の適用例」，74年の「汚
　　染コントロールの経済的意義」，75年の「汚染者負担原則」，76年の「環境被
　　害の経済的評価」，77年の「環境課徴金」を挙げている。次に国連欧州委員会
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　　による75年の「固形廃棄物の回収，分散，処理，リサイクル」と「廃棄物を
　　出さない技術と生産⊥　さらには国連環境計画の食料農業組織による77年の
　　「残留物の利用：農業経営と農産加工廃棄物」を挙げている。その上，アメリ
　　カ商務省による73年の「汚染除去の国際貿易への影響」および他のアメリカ
　　政府機関の調査報告書のほか，フランス政府，ドイツ産業界による調査報告や
　　わが国旧環境庁による75年の「日本の環境の質」も参照している。とりわけ，
　　わが国については，一方で汚染コストに関する章において，四大公害事例とヒ
　　素汚染事例に言及し（Royston　1979，　pp．34－35），他方でわが国が，70年代の
　　低経済成長下，制度融資や公害防止装置導入への減免や短期償却の諸制度を設
　　けて，スウェーデン同様に，当該装置市場を発展させて輸出国の地位を確立し
　　た事態に着目している（ibid．　pp．34－35）。
（6）倉敷紡績への評価としては，こうした先進的な多角化のみならず，綿部門や
　　毛糸部門といった高付加価値で市況変化を受けにくい商品の育成に努めたこと
　　から，繊維不況の影響を最小限に食い止め，黒字経営体質を確立した点に言及
　　する文献がある（吉岡政幸1990，p．185）。
（7）環境事業参入への内部発生的な契機があるとするならば，以下のように考え
　　られよう。倉敷紡績の歴史を振り返れば，同社は，教育研究事業（1902年の職
　　工教育部の新設や工場寄宿舎への尋常小学校の設置，1919年の大原社会問題研
　　究の設立），病院事業（1922年の倉紡中央病院の設立），美術館事業（1930年
　　の大原美術館の設立）などの社会貢献活動を先駆的に推進させてきた。こうし
　　た点に着目すれば，同社は，独自の社会厚生志向の「遺伝子」を内包している
　　と思われる。したがって，こうした「遺伝子」と公害防止・環境改善事業への
　　進出との関連が，今後，追究されてもよいと思われる。しかしながら，こうし
　　た企業の歴史に内面化された社会厚生志向が，公害防止事業への参入を導いた
　　主要因であるか否かにっいては，本稿の考察範囲を大幅に逸脱すると考え，稿
　　を改めて検討したい。
（8）　この技術援助料は，営業外利益項目の雑収入に分類されており，TRW社以
　　外からの技術援助料を含んでいる可能性は残る。ちなみに74年度の技術援助
　　料は，総額1．1億円であった。
（9）　2007年度の「有価証券報告書」の「沿革」には，62年に「環境衛生設備の
　　製造，設計，施工及び監理を事業目的に追加」とある。
（10）　この数値は，2006年度から従来の分類（産業機械，環境設備，運転管理，不
　　動産の4分類）を改めた結果である。そのために，従来は産業機械の範疇に含
　　まれていたリサイクルによる資源・エネルギー有効利用分野を環境分野に移行
　　させた。その結果，2005年度の産業機器約466．0億円と環境設備388．O億円の
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　　主従関係が逆転し，2006年度には環境エネルギー645．0億円，民生熱エネルギー
　　210．0億円となって，環境エンジニアリング企業としての特徴がより明確になっ
　　た。
（11）　ポーター仮説の批判的検討については，伊藤康（2001），吉田文和（2003）
　　Roediger－Shluga（2004）を参照した。
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